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～「障害」と「障がい」の表記について～ 

障がい者福祉の用語について、「害」という漢字表記が一般的に否定的なイメージにつな

がることから、平仮名表記を行う場合があります。本計画書では、法律用語、施設名などの

固有名詞を除き、人や人の状態を表す場合は、「障がい」と表記しています。 
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第１部 計画の概要 

第１章 計画策定にあたって 

１ 計画策定の趣旨と背景 

波佐見町では、平成27年３月に「波佐見町障がい者計画」を、平成30年３月に「波

佐見町第５期障がい福祉計画・第１期障がい児福祉計画」を策定し、福祉・保健・医療・

教育・生活環境・雇用・行政サービス等の幅広い分野から、障がい者福祉に関する施策

を総合的に推進してきました。 

現在、障がい者施策に関わる主な関連法令がめまぐるしく成立・改正され、障がい者

を取り巻く環境は、大きな転換期を迎えています。 

国においては、平成30年３月に、「障害者基本計画（第４次）」を策定し、障がい者

を、必要な支援を受けながら、自らの決定に基づき社会のあらゆる活動に参加する主

体として捉え、障がい者が自らの能力を最大限発揮し自己実現できるよう支援すると

ともに、障がい者の活動を制限し、社会への参加を制約している社会的な障壁を除去

するため取り組むべき障がい者施策の基本的な方向を示しました。 

また、平成30年４月に、「障害者総合支援法及び児童福祉法の一部を改正する法律」

が施行されました。改正の内容は、障がい者自らが望む地域生活を営むことができる

ような、「生活」と「就労」に対する支援の一層の充実や高齢障がい者による介護保険

サービスの円滑な利用を促進するための見直しが行われるとともに、障がい児への支

援の提供体制を計画的に確保するため、都道府県、市町村において障がい児福祉計画

を策定することとなりました。 

さらに、「障害者による文化芸術活動の推進に関する法律（障害者文化芸術推進法）」、

「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律（読書バリアフリー法）」の施行

や「障害者雇用促進法」の改正など、このように障がい者を取り巻く環境は大きく変化

しており、国の制度の動向を加味したさらなる障がい者施策の展開が求められていま

す。 

こうしたなか、本町では障がい福祉サービスの実績をもとに「波佐見町第５期障が

い福祉計画・第１期障がい児福祉計画」の点検・評価を東彼杵郡３町で組織する「東彼

地区保健福祉組合 障害者自立支援協議会（以下、東彼地区自立支援協議会という。）」

にて行いながら、施策の推進に努めてきました。このたび、「波佐見町障がい者計画」

「波佐見町第５期障がい福祉計画・第１期障がい児福祉計画」がともに令和２年度を

もって計画期間を終了することから、国の制度改正の方向、障がい者やその家族のニ

ーズ、計画の進捗状況等を踏まえた計画の見直しを行い、長期的な視点から計画的に

障がい者福祉に関する施策を推進するため、新たに「波佐見町障がい者計画・第６期障

がい福祉計画及び第２期障がい児福祉計画」を策定します。  
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２ 障がい者施策をめぐる近年の動き 

（１）国の動向 

■「障害者基本法の一部を改正する法律」の成立■ 

平成23年7月成立。この法律においては、障がいの有無にかかわらず、等しく基本的

人権を享有する個人として尊重されるものであるという理念にのっとり、全ての人が

相互に人格と個性を尊重する「共生社会」を実現することを目的に掲げています。ま

た、障がい者の定義が見直され、制度や慣行、観念などを含む「社会的障壁により日常

生活または社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの」とする定義が追加される

とともに、そのような社会的な障壁を取り除くための配慮を求めています。これらを

もとに、地域社会での生活の選択の機会、意思疎通の手段の選択の機会、共に学ぶ教

育、雇用の安定と促進など、あらゆる場面における差別の禁止と合理的配慮のための

方向性が定められています。 

■「障害者虐待防止法」の成立■ 

平成23年６月成立。正式名称は「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援

等に関する法律」。この法律において虐待とは、養護者によるもの、障害者福祉施設従

事者などによるもの、使用者によるものがあり、その類型としては、身体的虐待、性的

虐待、心理的虐待、経済的虐待、ネグレクト（放置・怠慢）の行為すべてを指します。

また、市町村において虐待の早期発見と防止策を講じる責務を明記するとともに、発

見者には市町村への通報義務が課せられています。平成24年10月１日から施行。 

■「障害者総合支援法」の施行■ 

従来の障害者自立支援法に替わる法律として平成25年4月1日から施行。正式名称は

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」。これまでどおり、

障がい福祉サービスの提供などについて定められるとともに、障害者総合支援法では

障がい福祉サービスなどの対象となる障がい者の範囲に難病患者なども含まれること

も定められました。 

■「障害者権利条約」の批准■ 

平成18年12月、第61回国連総会において、障がい者に対する差別を禁じ、社会参加

を促進することを目的とした「障害者権利条約」が採択されました。障がい者を対象に

した人権条約は初めてで、世界人口の約１割、約６億5,000万人（国連推計）とされる

障がい者の権利拡大につながるものと期待されています。この条約は、20か国が批准

した平成20年5月に発効しています。わが国においては、平成19年に署名し、必要な

国内制度の改正ののち、平成26年１月に批准されました。  
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■「障害者差別解消法」の成立■ 

平成25年6月成立。正式名称は「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」。

この法律においては、障害者基本法に定めた差別の禁止と合理的な配慮の規定を具体

化するため、国・地方自治体などにおける障がいを理由とする差別的取扱いの禁止や、

合理的配慮の不提供の禁止、差別解消に向けた取組に関する要領を定めることなどが

規定されています。平成28年４月１日から施行。 

■「障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律」の成立■ 

①平成25年6月成立。この改正においては雇用の分野における障がいを理由とする差

別的な取扱いが禁止されること、法定雇用率算定に精神障がい者を加えることなど

が盛り込まれました。平成28年４月１日から施行（合理的配慮の提供義務規定は平

成30年４月１日から施行）。 

②令和元年６月7日成立。障がい者の雇用を一層促進するため、障がい者の活躍の場の

拡大に関する措置や、国及び地方公共団体における障がい者の雇用状況についての

的確な把握等に関する措置を講ずることが規定され、障害者活躍推進計画の策定が

義務化されました。令和元年6月14日、同年9月6日、令和2年4月1日で段階的に施

行。 

■「第４次障害者基本計画」の閣議決定■ 

平成30（2018）年3月に障害者の自立や社会参加を支援する様々な施策の土台とな

る2018～2022年度の「第４次障害者基本計画」を閣議決定しました。障害者権利条約

の批准、障害者差別解消法の施行、2020東京パラリンピックの開催を背景に、「一人ひ

とりの命の重さは障がいの有無によって少しも変わることはない」という当たり前の

価値観を国民全体で共有できる社会の実現を目指しています。 

■「障害者文化芸術推進法」の制定、施行■ 

平成30年６月制定、施行。障がい者による文化芸術の鑑賞及び創造の機会の拡大、

文化芸術の作品等の発表の機会の確保、計画策定が努力義務化されました。 

■「読書バリアフリー法」の制定、施行■ 

令和元年６月制定、施行。視覚障がい者等（視覚障がい、発達障がい、肢体不自由等

の障がいにより、書籍について、視覚による表現の認識が困難な者）の読書環境を総合

的かつ計画的に推進し、障がいの有無にかかわらず全ての国民が等しく読書を通じて

文字・活字文化の恵沢を享受することができる社会の実現を目指すことが規定されま

した。  
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（２）長崎県の動向 

■「障害のある人もない人も共に生きる平和な長崎県づくり条例」の制定■ 

障がいのあるなしにかかわらず、誰もがあらゆる社会活動に参加することのできる

共生社会の実現を目指して、障がい者に対する差別を禁止し、差別をなくすための施

策を推進するための事項などを定めた「障害のある人もない人も共に生きる平和な長

崎県づくり条例」が、平成25年5月22日に県議会で可決成立し、平成26年4月1日から

全面施行されました。 

 

■「長崎県障害者基本計画（第４次）」の策定■ 

平成31年3月策定。「障害の有無にかかわらず、誰もが住み慣れた地域で、自立した

生活を送り、互いに優しく接し合うことができる社会環境の中で、社会を構成する一

員として、共に地域を支えあい、あらゆる社会活動に参加することができる平和な共

生社会の実現を目指すこと」を基本理念とし、障がい者施策の総合的な取組が推進さ

れています。 

 

（３）東彼杵郡の動向 

■東彼地区保健福祉組合にて共同処理する事務■ 

  東彼杵郡３町において、地域生活支援事業の一部の事業を共同処理しています。 

年月日 内容 

H18.7.1 障害者自立支援法に係る障害程度区分審査会の設置及び運営開始 

H23.1.1 障害者自立支援法に係る地域生活支援事業運営開始 

H24.11.1 

東彼地区障がい者支援センターエールの開設 

障がい者やその家族からの相談に応じる一般相談支援事業、聴覚障がい者等

への意思疎通支援事業、創作活動や生産活動の場を提供する地域活動支援セ

ンターの運営等を実施 

H26.4.1 障害程度区分審査会から障害者総合支援法に係る障害支援区分審査会へ移行 

H29.4.1 
障害者総合支援法に係る障害支援区分の認定及び支給要否決定を行うための調

査業務開始 

 

■東彼地区保健福祉組合 障害者自立支援協議会■ 

東彼杵郡における障がい者等への支援体制に関する課題について情報を共有し関係機関の

連携を図るとともに、地域の実情に応じた体制の整備について協議を行います。 

委員数 20人 委員の任期 2年 

委員構成 

相談支援事業者、障がい者福祉サービス事業者、保健・福祉関係者、教育

関係者、雇用・就労関係、障がい者団体関係、学識経験者、民生委員・児

童委員、管理者が特に必要と認めた者 
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３ 計画の位置づけ 

（１）障がい者計画 

障がい者計画とは、障害者基本法第11条第３項に基づく市町村障がい者計画とし

て策定し、障がい者の自立及び社会参加の支援等のための施策の総合的かつ計画的

な推進を図るための計画です。 

 

 
 

（２）障がい福祉計画 

障がい福祉計画とは、「障害者総合支援法」第88条第１項の規定に基づく「市町村

障がい福祉計画」として、波佐見町における障がい福祉サービス、相談支援体制及び

地域生活支援事業の提供体制の確保に関して定める計画です。 

障がい者計画が障がい者のための施策に関する基本計画であるのに対して、本計

画は障がい福祉サービス等の提供に関する具体的な体制づくりやサービスを確保す

るための方策等を示す実施計画となります。 

 

 
 

（３）障がい児福祉計画 

障がい児福祉計画とは、「児童福祉法」第33条の20の規定に基づく「市町村障がい

児福祉計画」として、障がい児通所支援及び障がい児相談支援の提供体制の確保その

他障がい児通所支援及び障がい児相談支援の円滑な実施に関して定める計画です。 

市町村障がい児福祉計画は、「市町村障がい福祉計画」と一体のものとして作成す

ることができるとされています。 

 

 
  

障害者基本法 第11条第３項 

市町村は、障害者基本計画及び都道府県障害者計画を基本とするとともに、当該市町村におけ

る障害者の状況等を踏まえ、当該市町村における障害者のための施策に関する基本的な計画（以

下「市町村障害者計画」という。）を策定しなければならない。 

障害者総合支援法 第88条第１項 

市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制

の確保に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」という。）を定めるものとする。 

児童福祉法 第33条の20 

市町村は、基本指針に即して、障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保その他

障害児通所支援及び障害児相談支援の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害児福祉計画」

という。）を定めるものとする。 



6 

４ 計画の対象と範囲 

本計画は、身体障がい、知的障がい、精神障がい、発達障がい、難病、高次脳機能障

がいその他の心身の機能の障がいがある人であって、障がい及び社会的障壁により継

続的に日常生活または社会生活に相当な制限を受ける状態にある人を対象とし、その

家族や地域、社会全体への働きかけも含めた施策を推進します。 

 

◆障害者総合支援法第４条 

 

 

 

 

 

 

５ 計画の期間 

本計画は、「障がい者計画」と「障がい福祉計画」を一体的な施策展開を図るため、

「障がい者計画」は令和３年度から令和８年度までの６か年計画とし、「障がい福祉計

画」及び「障がい児福祉計画」は、国の定める基本指針により計画期間が３年間と定め

られていることから、令和３年度から令和５年度までの３か年計画として策定します。 

 

  

 
H30 年 

(2018) 

R１年 

(2019) 

R２年 

(2020) 

R３年 

(2021) 

R4 年 

(2022) 

R5 年 

(2023) 

R6 年 

(2024) 

R7 年 

(2025) 

R8 年 

(2026) 

障がい者計画 
  

障がい福祉計画 
   

障がい児福祉計画 
   

第４条 この法律において「障害者」とは、身体障害者福祉法第4条に規定する身体障害者、知的

障害者福祉法にいう知的障害者のうち18歳以上である者及び精神保健及び精神障害者福祉に

関する法律第5条に規定する精神障害者（発達障害者支援法（平成16年法律第167号）第2条第

2項に規定する発達障害者を含み、知的障害者福祉法にいう知的障害者を除く。以下「精神障害

者」という。）のうち18歳以上である者並びに治療方法が確立していない疾病その他の特殊の

疾病であって政令で定めるものによる障害の程度が厚生労働大臣が定める程度である者であっ

て18歳以上であるものをいう。 

２ この法律において「障害児」とは、児童福祉法第4条第2項に規定する障害児をいう。 

R３年~８年 H27~R2 

第５期 
（H30~R2） 

第６期 
（R3~R5） 

第７期 
（R６~R８） 

第１期 
（H30~R2） 

第２期 
（R3~R5） 

第３期 
（R６~R８） 
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６ 計画策定の体制 

本計画の策定にあたっては、アンケート調査を実施し、当事者や支援者の方の意見

等を基礎資料として活用しました。 

また、地域の代表者で構成された策定委員会を設置・開催し、本計画素案等の検討、

審議を行いました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

アンケート調査 

・障がい者本人に「日常生活等」の実態

調査を実施し、本町の障がい者の現状

及びニーズの把握を行う。 

実績調査等 

・統計資料分析 

・各サービス利用実績調査 

・既存計画等調査 

など  

基礎調査 

事務局会議 

住民福祉課を中心に協議・調整 

策定委員会 

アンケート調査や各種基礎調査の結果、サービス見込み量を含む

計画内容について協議・承認し、計画の決定を行う。 

波佐見町障がい者計画 

第６期波佐見町障がい福祉計画 

第２期障がい児福祉計画 

計画素案等の提案 意見 
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第２章 障がい者を取り巻く町の現状と課題 

１ 人口に関する状況 

（１）人口の推移 

本町の総人口は、平成27年度の14,894人から、令和2年度には14,313人となってお

り、減少傾向にあります。反面、老年人口は増加傾向にあり、高齢化が進行しています。 

このような中、高齢化による「障がいの重度化」、「親亡き後」等の課題がでてきてい

ると考えられます。 

 

■総人口と年齢３区分別人口の推移 

 
資料：長崎県市町別年齢別推計人口（各年度10月１日現在） 

総人口は不詳を除く 

 

  

2,075 2,018 1,991 2,014 1,999 1,978 

8,454 8,386 8,236 8,078 7,913 7,714 

4,365 4,355 4,445 4,500 4,560 4,621 

14,894 14,759 14,672 14,592 14,472 14,313 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

年少人口（0-14） 生産年齢人口（15-64） 老年人口（65-）

(人)
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■人口ピラミッドのようす 

平成27年（2015）年 

 

 

令和２年（2020）年 

 
資料：長崎県市町別年齢別推計人口（各年度10月１日現在）  
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85歳以上

女性

単位：人
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２ 障がい者の状況 

（１）障がい者の推移 

本町の障がい者数の推移を手帳所持者数でみると、平成27年度の1,043人から、令

和2年度には1,069人と増加しています。 

障がい別にみると、身体障がい者（身体障害者手帳所持者）の数が最も多く、令和2

年度では800人となっています。 

知的障がい者（療育手帳所持者）、精神障がい者（精神障害者保健福祉手帳所持者）

も増加傾向にあります。 

 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

身体障がい者 808 810 816 831 827 800 

知的障がい者 166 170 173 173 172 174 

精神障がい者 69 79 86 81 86 95 

合計 1,043 1,059 1,075 1,085 1,085 1,069 

人口比 7.0％ 7.2％ 7.3％ 7.4％ 7.5％ 7.5％ 

単位：人、平成27年度から平成29年度は各年度10月１日現在 

平成30年度から令和２年度は各年度４月１日現在 

 

 
  

808 810 816 831 827 800

166 170 173 173 172 174

69 79 86 81 86 95 

1,043 1,059 1,075 1,085 1,085 1069

7.0 
7.2 

7.3 
7.4 7.5 7.5 

3.0
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5.5

6.0

6.5

7.0

7.5

0
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1400

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳 人口比

（人） （％）
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（２）身体障がい者の状況 

身体障害者手帳所持者数（等級別）の推移 

本町の身体障害者手帳所持者数は、令和2年度で800人となっており、平成27年度か

ら令和2年度までの6年間で8人減少しています。 

等級別では、3級の減少が他の等級よりも大きく、また令和2年度では重度者（１級

と2級の計）が42.6％を占めています。 

 

 
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

１級 214 211 213 219 223 220 

２級 131 127 132 130 123 121 

３級 149 155 146 149 142 127 

４級 223 218 221 223 224 216 

５級 48 53 56 56 60 61 

６級 43 46 48 54 55 55 

合計 808 810 816 831 827 800 

 

 
 

 

214 211 213 219 223 220

131 127 132 130 123 121

149 155 146 149 142 127

223 218 221 223 224 216

48 53 56 56 60 61

43 46 48 54 55 55

808 810 816 831 827 800
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

1級 2級 3級 4級 5級 6級

（人）

26.5 

26.0 

26.1 

26.4 

27.0 

27.5 

16.2 

15.7 

16.2 

15.6 

14.9 

15.1 

18.4 

19.1 

17.9 

17.9 

17.2 

15.9 

27.6 

26.9 

27.1 

26.8 

27.1 

27.0 

5.9 

6.5 

6.9 

6.7 

7.3 

7.6 

5.3 

5.7 

5.9 

6.5 

6.7 

6.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成27年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

令和元年度

令和２年度

1級 2級 3級 4級 5級 6級
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令和2年度の身体障害者手帳所持者の部位別比率をみると、「肢体不自由」が51.6％

と最も多く、次いで「内部障がい」が31.1％となっています。 

平成27年度から令和2年度までの6年間では、「内部障がい」のみ増加率が10.7％と

なっています。 

 

 
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

視覚障がい 59 58 60 60 60 58 

聴覚平衡障がい 72 75 77 77 76 70 

音声言語障がい 9 12 13 13 13 10 

肢体不自由 443 435 426 433 425 413 

内部障がい 225 230 240 248 253 249 

合計 808 810 816 831 827 800 

 

 
 

  

59 58 60 60 60 58
72 75 77 77 76 70

9 12 13 13 13 10

443 435 426 433 425 413

225 230 240 248 253 249

808 810 816 831 827 800
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身体障害者手帳所持者数（年齢別）の推移 

平成27年度から令和2年度までの6年間で、65歳以上の高齢者が令和元年度までは

年々増加しており、令和元年度では78.4％となっていますが、令和2年度は78.1％と

減少傾向に転じています。 

 

 
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

18歳未満 8 8 10 10 10 10 

18～64歳 199 192 186 183 169 165 

65歳以上 601 610 620 638 648 625 

合計 808 810 816 831 827 800 
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（３）知的障がい者の状況 

療育手帳所持者（等級別）の推移 

本町の療育手帳所持者数は、令和2年度で174人となっており、平成27年度から令和

2年度までの6年間で8人、4.8％増加しています。 

令和2年度の等級別の全体に占める割合をみると、「Ｂ２」が39.1％と最も多くなっ

ています。 

 

 
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

A1 33 33 33 33 32 32 

A2 27 27 29 29 28 27 

B1 45 46 43 44 48 47 

B2 61 64 68 67 64 68 

合計 166 170 173 173 172 174 
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療育手帳所持者（年齢別）の推移 

平成27年度から令和2年度までの年齢別における6年間の推移をみると、「18歳未満」

及び「18歳～64歳」の層がともに４人ずつ増加しています。 

 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

18歳未満 25 26 28 26 26 29 

18～64歳 120 123 123 123 121 124 

65歳以上 21 21 22 24 25 21 

合計 166 170 173 173 172 174 
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（４）精神障がい者の状況 

精神障害者保健福祉手帳所持者数（等級別）の推移 

本町の精神障害者保健福祉手帳所持者数は、令和2年度で95人となっており、平成27

年度から令和2年度までの6年間で26人、37.7％増加しています。 

令和2年度では「2級」が53.7％と最も多くなっています。 

 

 
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

１級 10 13 14 13 10 9 

２級 47 53 56 47 48 51 

３級 12 13 16 21 28 35 

合計 69 79 86 81 86 95 
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精神障害者保健福祉手帳所持者数（年齢別）の推移 

平成30年度から令和2年度までの年齢別における3年間の推移をみると、令和2年度

では「65歳以上」の層が平成30年度と比べると10人増加しています。 

 

 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

18歳未満 1 2 1 

18～64歳 68 71 72 

65歳以上 12 13 22 

合計 81 86 95 

 

 
 

 
 

 

 

（５）特定疾患医療受給者証交付状況 

本町での特定疾患医療受給者証の交付状況は以下のとおりです。 

 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

特定疾患医療費受給者証交付件数 

（特定医療費（指定難病）支給認定者数） 
162 173 154 154 148 

1 2 1
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３ 福祉に関するアンケート調査結果報告書（抜粋） 

（１）調査の目的 

本計画の策定にあたり、既存データでは把握困難な生活の状況や社会参加、今後の

生活についてのご意見、潜在的なニーズ（サービスの利用意向や障がい者福祉に関す

る意識等）、障がい者のおかれた環境やその他の事情等を調査・分析し、計画の基礎資

料とすることを目的としています。 

 

（２）調査の実施要領 

◆調査時期 

令和２年10月～令和２年11月に実施しました。 

 

◆調査対象者及び調査方法 

①調査対象者 

波佐見町に在住し、身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳を所

持する方1,022名を調査対象としました。 

②調査方法 

郵送により配布・回収を行いました。 

 

（３）配布数・回答数 

配布数 有効回答数 有効回答率 

1,022名 584名 57,1％ 

 

（４）調査結果利用上の注意 

●回答結果の割合「％」は有効サンプル数に対して、それぞれの回答数の割合を小数点以下第

２位で四捨五入したものです。そのため、単数回答（複数の選択肢から１つの選択肢を選ぶ

方式）であっても合計値が100.0％にならない場合があります。 

●それぞれの手帳所持者別にクロス集計をかけることで身体障害者手帳所持者・療育手帳所持

者・精神障害者保健福祉手帳所持者を別々に集計しています。よって、重複手帳所持者がそ

れぞれに数えられ、集計されています。 

●複数回答（複数の選択肢から２つ以上の選択肢を選ぶ方式）の設問の場合、回答は選択肢ご

との有効回答数に対して、それぞれの割合を示しています。そのため、合計が100.0％を超

える場合があります。 

●図表中において「不明・無回答」とあるものは、回答が示されていない、または回答の判別

が困難なものです。 

●本文中の設問の選択肢は簡略化している場合があります。 
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（５）調査結果（抜粋） 

①現在の生活について 

 

現在どのように暮らしているかについて、全体では「家族と暮らしている」（67.8％）

の割合が最も高く、次いで、「福祉施設（障がい者支援施設、高齢者支援施設）で暮

らしている」（8.6％）、「一人で暮らしている」（8.2％）となっています。 

手帳所持者別でみると、身体障害者手帳所持者では「家族と暮らしている」（70.0%）

の割合が、療育手帳所持者では「グループホームで暮らしている」（18.1％）の割合

が、精神障害者保健福祉手帳所持者では「病院に入院している」（14.3％）の割合が

他の手帳所持者と比較して高くなっています。 

 

【全体・手帳所持者別】 

 

  

8.2 

9.7 

1.0 

3.2 

6.5 

67.8 

70.0 

58.1 

60.3 

54.8 

4.3 

2.7 

14.3 

4.8 

6.5 

8.6 

7.4 

18.1 

12.7 

12.9 

6.3 

5.4 

2.9 

14.3 

16.1 

0.9 

1.1 

1.0 

1.6 

3.9 

3.6 

4.8 

3.2 

3.2 

全体(n=584)

身体障害者手帳(n=444)

療育手帳(n=105)

精神障害者保健福祉手帳

(n=63)

持っていない(n=31)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一人で暮らしている

家族と暮らしている

グループホームで暮らしている

福祉施設（障がい児入所施設、児童養護施設）で暮らしている

病院に入院している

その他

無回答
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②外出するときに困ること 

 

外出する時に困ることについて、手帳所持者別でみると、身体障害者手帳所持者で

は「道路や駅に階段や段差が多い」（15.5％）、「特にない」（35.8％）、精神障害者保

健福祉手帳所持者では「公共交通機関が少ない（ない）」「困った時にどうすればいい

のか心配」（ともに33.3％）、「外出にお金がかかる」（27.5％）の割合が他の手帳所

持者と比較して高くなっています。 

 
【手帳所持者別】 

 
  

25.3 

14.4 

15.5 

4.6 

10.3 

2.8 

12.4 

5.2 

9.5 

9.3 

5.9 

35.8 

10.3 

27.3 

13.1 

9.1 

10.1 

8.1 

4.0 

12.1 

11.1 

7.1 

25.3 

5.1 

29.3 

9.1 

33.3 

3.9 

7.8 

7.8 

5.9 

3.9 

27.5 

11.8 

7.8 

33.3 

5.9 

19.6 

17.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公共交通機関が少ない（ない）

列車やバスの乗り降りが困難

道路や駅に階段や段差が多い

切符の買い方や乗換えの方法がわかりに

くい

外出先の建物の設備が不便（通路、トイ

レ、エレベーターなど）

介助者が確保できない

外出にお金がかかる

周囲の目が気になる

発作など突然の身体の変化が心配

困った時にどうすればいいのか心配

その他

特にない

無回答

身体障害者手帳(n=388) 療育手帳(n=99) 精神障害者保健福祉手帳(n=51)
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③障がい者の就労支援として必要なこと 

 

会社などで就労するために必要だと思うことについて、手帳所持者別でみると、身

体障害者手帳所持者では「勤務場所におけるバリアフリー等の配慮」（16.9％）の割

合が、療育手帳所持者では「通勤手段の確保」（38.1％）、「職場の上司や同僚に障が

いの理解があること」（55.2％）、「職場で介助や援助等が受けられること」（31.4％）、

「企業ニーズに合った就労訓練」（18.1％）、「仕事についての職場外での相談対応、

支援」（32.4％）の割合が、他の手帳所持者と比較して高くなっています。 

 

【手帳所持者別】 

  

18.5 

16.9 

16.9 

10.4 

26.6 

11.9 

21.4 

10.8 

8.1 

9.2 

2.7 

20.0 

33.3 

38.1 

9.5 

27.6 

10.5 

55.2 

31.4 

27.6 

32.4 

18.1 

32.4 

3.8 

11.4 

12.4 

30.2 

11.1 

23.8 

15.9 

33.3 

14.3 

28.6 

31.7 

11.1 

25.4 

3.2 

17.5 

19.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通勤手段の確保

勤務場所におけるバリアフリー等の配慮

短時間勤務や勤務日数等の配慮

在宅勤務の拡充

職場の上司や同僚に障がいの理解がある

こと

職場で介助や援助等が受けられること

具合が悪くなった時に気軽に通院できる

こと

就労後のフォローなど職場と支援機関の

連携

企業ニーズに合った就労訓練

仕事についての職場外での相談対応、支

援

その他

特に必要だと思うことはない

無回答

身体障害者手帳(n=444) 療育手帳(n=105) 精神障害者保健福祉手帳(n=63)
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④普段の相談相手 

 

普段、悩みや困ったことを相談する相手について、手帳所持者別でみると、身体障

害者手帳所持者では「家族や親せき」（71.4％）の割合が、療育手帳所持者では「施

設の職員など」（38.1％）、「通園施設や保育所、幼稚園、こども園、学校の先生」（8.6％）

の割合が精神障害者保健福祉手帳所持者では「かかりつけの医師や看護師」（30.2％）

の割合が、他の手帳所持者と比較して高くなっています。 

 

【手帳所持者別】 

  

71.4 

22.7 

8.6 

4.3 

12.2 

6.3 

1.6 

22.3 

9.7 

2.5 

0.5 

2.9 

5.0 

3.4 

1.1 

8.8 

63.8 

15.2 

1.0 

8.6 

38.1 

8.6 

1.0 

13.3 

4.8 

1.9 

8.6 

12.4 

4.8 

1.0 

1.9 

7.6 

57.1 

17.5 

1.6 

7.9 

23.8 

6.3 

3.2 

30.2 

12.7 

0.0 

0.0 

11.1 

3.2 

6.3 

0.0 

6.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家族や親せき

友人・知人

近所の人

職場の上司や同僚

施設の職員など

ホームヘルパーなどサービス事業所の人

障がい者団体や家族会

かかりつけの医師や看護師

病院のケースワーカーや介護保険のケア

マネージャー

民生委員・児童委員

通園施設や保育所、幼稚園、こども園、

学校の先生

相談支援事業所などの民間の相談窓口

行政機関の相談窓口

相談できる相手はいない、もしくは誰に

も相談しない

その他

無回答

身体障害者手帳(n=444) 療育手帳(n=105) 精神障害者保健福祉手帳(n=63)
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⑤障がいのことや福祉サービスなどに関する情報を知る方法 

 

障がいのことや福祉サービスなどに関する情報を知る方法について、手帳所持者

別でみると、身体障害者手帳所持者では「本や新聞、雑誌の記事、テレビやラジオの

ニュース」（41.4％）の割合が、療育手帳所持者では「サービス事業所の人や施設職

員」（36.2％）、「相談支援事業所などの民間の相談窓口」（18.1％）の割合が、精神

障害者保健福祉手帳所持者では「インターネット」（15.9％）の割合が、他の手帳所

持者と比較して高くなっています。 

 
【手帳所持者別】 

  

41.4 

28.8 

8.6 

30.9 

14.0 

6.3 

19.1 

12.2 

3.8 

0.5 

3.2 

7.7 

0.5 

7.4 

8.6 

24.8 

13.3 

6.7 

21.9 

36.2 

4.8 

9.5 

3.8 

2.9 

7.6 

18.1 

7.6 

2.9 

7.6 

8.6 

34.9 

20.6 

15.9 

28.6 

20.6 

3.2 

19.0 

11.1 

1.6 

0.0 

11.1 

9.5 

0.0 

7.9 

9.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本や新聞、雑誌の記事、テレビやラジオ

のニュース

行政機関の広報誌

インターネット

家族や親せき、友人・知人

サービス事業所の人や施設職員

障がい者団体や家族会（団体の機関誌な

ど）

かかりつけの医師や看護師

病院のケースワーカーや介護保険のケア

マネージャー

民生委員・児童委員

通園施設や保育所、幼稚園、こども園、

学校の先生

相談支援事業所などの民間の相談窓口

行政機関の相談窓口

その他

情報を知る機会がない

無回答

身体障害者手帳(n=444) 療育手帳(n=105) 精神障害者保健福祉手帳(n=63)
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⑥差別や嫌な思いをする（した）ことの経験について 
 

障がいがあることで差別や嫌な思いをする（した）ことがあるかについて、全体で

は「ない」（45.7％）の割合が最も高く、次いで、「少しある」（17.5％）、「ある」（9.1％）

となっています。 

手帳所持者別でみると、療育手帳所持者では「少しある」（27.6％）の割合が、精

神障害者保健福祉手帳所持者では「ある」（19.0％）の割合が、他の手帳所持者と比

較して高くなっています。 

【全体・手帳所持者別】 
 

 
 

⑦成年後見制度の認知度 
 

成年後見制度の認知について、全体では「名前も内容も知らない」（32.7％）の割

合が最も高く、次いで、「名前を聞いたことがあるが、内容は知らない」（20.9％）、

「名前も内容も知っている」（19.0％）となっています。 

手帳所持者別でみると、療育手帳所持者では「名前も内容も知らない」（51.4％）

の割合が他の手帳所持者と比較して高くなっています。 
 

【全体・手帳所持者別】  

 

9.1 

7.9 

11.4 

19.0 

6.5 

17.5 

14.2 

27.6 

19.0 

16.1 

45.7 

48.6 

45.7 

38.1 

35.5 

27.7 

29.3 

15.2 

23.8 

41.9 

全体(n=584)

身体障害者手帳(n=444)

療育手帳(n=105)

精神障害者保健福祉手帳(n=63)

持っていない(n=31)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある 少しある ない 無回答

19.0 

21.6 

15.2 

17.5 

3.2 

20.9 

20.3 

19.0 

30.2 

19.4 

32.7 

29.3 

51.4 

31.7 

32.3 

27.4 

28.8 

14.3 

20.6 

45.2 

全体(n=584)

身体障害者手帳(n=444)

療育手帳(n=105)

精神障害者保健福祉手帳(n=63)

持っていない(n=31)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

名前も内容も知っている 名前を聞いたことがあるが、内容は知らない

名前も内容も知らない 無回答
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⑧災害時に困ること 

 

災害時に困ることについて、手帳所持者別でみると、療育手帳所持者では「救助を

求めることができない」（28.6％）、「安全なところまで、迅速に避難することができ

ない」（45.7％）、「被害状況、避難場所などの情報が入手できない」（27.6％）の割

合が、精神障害者保健福祉手帳所持者では「投薬や治療が受けられない」（41.3％）

の割合が他の手帳所持者と比較して高くなっています。 

 

【手帳所持者別】 

  

31.8 

7.2 

8.1 

8.8 

35.6 

8.8 

8.1 

28.4 

10.1 

2.3 

16.4 

20.7 

32.4 

6.7 

8.6 

28.6 

45.7 

27.6 

29.5 

33.3 

21.9 

2.9 

12.4 

17.1 

41.3 

1.6 

3.2 

15.9 

23.8 

7.9 

27.0 

23.8 

17.5 

3.2 

9.5 

20.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

投薬や治療が受けられない

補装具の使用が困難になる

補装具や日常生活用具の入手ができなく

なる

救助を求めることができない

安全なところまで、迅速に避難すること

ができない

被害状況、避難場所などの情報が入手で

きない

周囲とコミュニケーションがとれない

避難場所の設備（医療器具に対応した電

源、トイレ等）や生活環境が不安

災害発生時において、助け合いなど地域

との連絡が取れていない

その他

特にない

無回答

身体障害者手帳(n=444) 療育手帳(n=105) 精神障害者保健福祉手帳(n=63)
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⑨波佐見町は、障がい者にとって、暮らしやすいまちだと思うかについて 

 

障がい者にとって、暮らしやすいまちだと思うかについて、全体では「どちらかと

いうと暮らしやすい」（41.8％）の割合が最も高く、次いで、「どちらかというと暮

らしにくい」（17.1％）、「とても暮らしやすい」（11.3％）となっています。 

手帳所持者別でみると、療育手帳所持者では「とても暮らしやすい」（16.2％）の

割合が、精神障害者保健福祉手帳所持者では「どちらかというと暮らしにくい」

（30.2％）の割合が、他の手帳所持者と比較して高くなっています。 

 

 
【全体・手帳所持者別】 

 
  

11.3 

10.4 

16.2 

9.5 

12.9 

41.8 

44.6 

40.0 

28.6 

29.0 

17.1 

14.6 

20.0 

30.2 

16.1 

3.3 

2.9 

1.9 

7.9 

3.2 

26.5 

27.5 

21.9 

23.8 

38.7 

全体(n=584)

身体障害者手帳(n=444)

療育手帳(n=105)

精神障害者保健福祉手帳(n=63)

持っていない(n=31)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても暮らしやすい どちらかというと暮らしやすい

どちらかというと暮らしにくい とても暮らしにくい

無回答
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前記において『暮らしやすい（「とても暮らしやすい」「どちらかというと暮らしや

すい」との合計）』と回答した人が重要だと思う施策については、「保健・医療体制の

充実」（34.2％）の割合が最も高く、次いで「所得補償」と「各種制度の自己負担額

の更なる軽減」（33.5％）となっています。 

一方、『暮らしにくい（「どちらかというと暮らしにくい」と「とても暮らしにくい」

の合計）』と回答した人が重要だと思う施策については、「保健・医療体制の充実」

（47.9％）の割合が最も高く、次いで「所得保障」（42.9％）となっており、『暮ら

しやすい』と回答した人と比較すると全ての施策において高くなっており、特に「保

健・医療体制の充実」「所得補償」「道路や建築物等のバリアフリー化」の差が大きく

なっています。 

 

【暮らしやすさ✕重要だと思う施策】 

  

31.6 

14.2 

33.5 

34.2 

20.0 

11.9 

26.5 

13.2 

27.7 

12.9 

33.5 

1.9 

22.6 

37.8 

22.7 

42.9 

47.9 

22.7 

16.0 

36.1 

16.0 

31.9 

18.5 

39.5 

1.7 

10.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

労働・雇用

教育・学習

所得保障

保健・医療体制の充実

総合的な相談体制の充実

権利擁護・虐待防止

道路や建築物等のバリアフリー化

情報のバリアフリー化

日常生活支援

社会参加・外出支援

各種制度の自己負担額の更なる軽減

その他

無回答

暮らしやすい(n=310) 暮らしにくい(n=119)
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前記において『暮らしやすい（「とても暮らしやすい」「どちらかというと暮らしに

くい」との合計）』と回答した人が満足している施策については、「保健・医療体制の

充実」（20.6％）の割合が最も高く、次いで「総合的な相談体制の充実」（10.3％）

となっています。 

一方、『暮らしにくい（「どちらかというと暮らしにくい」と「とても暮らしにくい」

の合計）』と回答した人が満足している施策については、「保健・医療体制の充実」

（6.7％）の割合が最も高くなっています。また、『暮らしやすい』と回答した人と比

較すると全ての施策において満足度が低くなっています。 

 

【暮らしやすさ✕満足している施策】 

  

8.1 

8.7 

4.5 

20.6 

10.3 

3.9 

5.5 

3.9 

8.1 

6.1 

8.1 

1.9 

57.7 

0.8 

2.5 

0.8 

6.7 

1.7 

1.7 

0.8 

0.8 

3.4 

1.7 

4.2 

2.5 

81.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

労働・雇用

教育・学習

所得保障

保健・医療体制の充実

総合的な相談体制の充実

権利擁護・虐待防止

道路や建築物等のバリアフリー化

情報のバリアフリー化

日常生活支援

社会参加・外出支援

各種制度の自己負担額の更なる軽減

その他

無回答

暮らしやすい(n=310) 暮らしにくい(n=119)
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４ 前期計画の点検・評価 

本計画の策定にあたっては、前期計画の各事業及び取組について担当課による主観

的な評価を行うことで、前期計画の施策の進捗状況の把握を行いました。評価につい

ては以下にあるＡ～Ｅの５段階で評価を行い、基本目標ごとの評価を算定しました。 

■評価基準 

評価 個別施策 施策 

Ａ 4.5 以上 非常に効果的 

Ｂ 3.5～4.4 効果的 

Ｃ 2.5～3.4 おおむね効果的 

Ｄ 1.5～2.4 効果的でない 

Ｅ 1.5 以下 評価不可 

※個別施策ごとに事業の評価平均点を算出、更にその個別施策の平均点から施策ごとの評価を算定 

 

基本目標１ 啓発・広報 

施策の達成状況 評価 

２施策のうち、Ｂ評価が１件、Ｃ評価が１件となりました。 

ボランティア関連や連携した取組については、評価が高くなりました。一方、地域

における啓発・広報については未実施の取組等もあり評価が低くなっていることから、

町全体としての取組、検討が必要とされました。 

Ｃ 

個別施策 事業数 平均点 評価 

１ 支えあいのこころの啓発 ６ 2.7 Ｃ 

２ 地域福祉の推進 ８ 3.8 Ｂ 

基本目標２ 生活支援 

施策の達成状況 評価 

３施策のうち、A 評価が１件、Ｃ評価が１件、Ｄ評価が１件となりました。 C 
個別施策 事業数 平均点 評価 

１ 生活支援サービスの充実 ６ 3.0 C 

２ 経済的支援  ２ 5.0 A 

３ スポーツ・文化芸術活動の推進 ５ 2.0 Ｄ 

基本目標３ 生活環境 

施策の達成状況 評価 

２施策ともにＣ評価となりました。 C 
個別施策 事業数 平均点 評価 

１ 安全・安心のまちづくり ７ 2.6 C 

２ 人にやさしいまちづくり ３ 3.0 Ｃ 
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基本目標４ 療育・教育・子育て 

施策の達成状況 評価 

２施策のうち、B 評価が１件、C 評価が１件となりました。 C 
個別施策 事業数 平均点 評価 

１ 療育・保育・教育における支援体制の充実 10 2.9 C 

２ インクルーシブ教育の推進 ９ 3.8 B 

 

基本目標５ 雇用・就業 

施策の達成状況 評価 

３施策のうち、C 評価が１件、D 評価が２件となりました。 Ｄ 
個別施策 事業数 平均点 評価 

１ 一般就労機会の拡大 ６ 2.0 D 

２ 福祉的就労の支援 ３ 2.7 C 

３ 就労相談・情報提供 ３ 2.0 D 

 

基本目標６ 保健・医療 

施策の達成状況 評価 

２施策ともに B 評価となりました。 B 
個別施策 事業数 平均点 評価 

１ 障がいの原因となる疾病の予防 ５ 3.6 B 

２ 医療サービスの実施 ４ 4.3 B 

 

基本目標７ 相談・情報提供 

施策の達成状況 評価 

３施策のうち、B 評価が１件、C 評価が１件、D 評価が１件となりました。 Ｃ 
個別施策 事業数 平均点 評価 

１ 相談・情報提供の充実 ７ 4.0 B 

２ 意思疎通支援体制の充実 ３ 2.3 D 

３ 権利の擁護 ６ 2.8 Ｃ 

 

基本目標８ 行政サービス等における配慮 

施策の達成状況 評価 

１施策でＣ評価となりました。 Ｃ 
個別施策 事業数 平均点 評価 

１ 行政機関等における配慮及び障がい者理解の促進等 ６ 2.8 Ｃ 
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第３章 計画の基本的な考え方 
 

１ 基本理念 

 

 

 

 

基本理念とは、本計画を推進する上で基軸となるものであり、その実現に向けて各

種施策が展開されることが重要となります。 

波佐見町障がい者計画（平成27～令和２年度）では、「互いに理解し 支えあい 共

に生きる」を基本理念として、障がい者が地域において自立し、積極的に社会参加で

き、その能力を最大限に発揮できる社会の実現を目指しています。 

また、障がいのあるなしにかかわらず、誰もがあらゆる社会活動に参加することの

できる共生社会の実現を理想とする「障害のある人もない人も共に生きる平和な長崎

県づくり条例」の内容も遵守し、各施策を展開しています。 

本計画においても、前計画における基本理念及び基本目標を変更せず、引き続き理

念の実現に向けた取組を推進します。 

  

互いに理解し 支えあい 共に生きる 
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２ 基本的視点 

障がい者計画では、障がい者が、ノーマライゼーションの理念に基づき、住み慣れた

地域の中での生活を継続しながら、障がいのない人とともに本町における共生社会を

実現していくために、基本的視点として次の３点を掲げます。 

 

（１）障がいを理由とする差別の解消 

障害者基本法には「差別の禁止」が盛り込まれており、障がいを理由とする差別や権

利利益を侵害する行為を禁止しています。長崎県では、「障害のある人もない人も共に

生きる平和な長崎県づくり条例」を制定し、障がい者に対する差別を禁止し、差別をな

くすための施策を推進するための事項などを定めています。 

また、基本理念でもふれたように、障がい者が生活を営む上での制約となる社会的

障壁については、その除去を必要としている人がいれば、負担が過度でない場合は、合

理的な配慮を行わなければなりません。 

この基本原則を具体化するために障害者差別解消法の制定や障害者雇用促進法の改

正が行われています。障がいを理由とする差別の解消を推進し、誰もが人格と個性を

尊重し、支え合う共生社会の実現が必要です。 

 

（２）住み慣れた地域で生活するための支援体制づくり 

障がい者が、住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、民生委員・児童委員

など地域の住民組織、そして、ボランティア団体や当事者同士など様々な人による支

えあい（共助）が必要となります。そのための協働・連携を重視した支援体制づくりを

さらに推進していくことが必要です。 

また、困りごとの相談支援や公的なサービス（公助）などを、障がい者が自己選択と

自己決定のもとに、身近な場所で利用できるように体制の整備をすることが大切です。

このため、本町においても協働に関する取組の検討を進め、行政だけでなく新たな担

い手の確保が必要です。 

引き続き、適切なサービスの提供に努めるとともに、情報提供や相談支援体制を整

備するほか、一人ひとりのニーズにあった支援体制をつくることが必要です。 

 

（３）切れ目のない総合的な支援 

障がい者がライフステージに沿った適切な支援を受けられるよう、教育・福祉・医

療・雇用・住まい等の各分野における施策を推進するとともに、各分野が連携して施策

を総合的に展開し、障がい者の自立と社会参加という観点に立って障がいの特性に応

じた切れ目のない支援を行うことが必要です。  
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３ 重点施策 

 

 

障害者基本法や障害者総合支援法では、「地域社会における共生」が主要な理念とし

て掲げられており、その実現が障がい者施策の中心的なテーマとなっています。 

中でも、障がい者が日常生活・社会生活を送る居住の場や日中活動の場の整備・充実

は、障がい者の地域生活を支える上でなくてはならないものです。また、居宅生活を希

望する障がい者支援のため訪問系サービスなどの基盤整備を進めることも重要です。 

今後は様々な障がい者のニーズに対応し、地域での生活を支えていくため、量的な

確保とともにサービスの質の充実や訪問系サービスの整備にも力を入れていきます。 

また、こうした障がい福祉サービスを活用しながら、地域で障がい者を見守る体制

づくりも考えてまいります。本計画では、見込量の算出や見込量確保のための方策の

設定を行い、障がい者の生活の場づくりの推進を図ります。 

 

 

 

平成25年６月に障害者雇用促進法が改正され、障がい者に対する差別の禁止や合理

的配慮提供の義務付け、精神障がい者の雇用義務化が行われるとともに、障がい者の

法定雇用率が引き上げられました。 

また、平成24年６月には障害者優先調達推進法が施行され、障がい者就労施設など

から物品等を優先的に調達することにより、障がい者施設などで就労する障がい者の

経済的自立を支援することが定められました。 

本町では、就労移行支援・就労継続支援事業所等とともに、障がい者の一般就労・福

祉的就労を支援してきましたが、今後は就労相談から職業訓練、求職活動、就労後のフ

ォローまで、一貫した総合的支援を提供できるように体制の整備を図ります。 

 

 

 

障害者総合支援法では、サービス提供対象に難病患者が正式に位置付けられ、障が

い種別によらないサービス提供の実施が定められています。障がい者手帳をお持ちの

方はもちろん、手帳を持たない方も必要に応じてサービスを利用できるように、制度

の周知・啓発を図っていく必要があります。 

本町では、精神障がい者、発達障がい者、高次脳機能障がい者、難病患者等に対する

支援を一層充実させることで、サービス利用を必要とする人が制度の谷間に落ち込む

ことがないように配慮していきます。 

重点施策１ 地域社会における共生を支援する生活の場づくり 

重点施策２ 総合的な就労支援体制づくり 

重点施策３ 障がい種別によらないサービス提供の実施 
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障がい者等、とりわけ重度の障がい者等が地域において自立した日常生活・社会生

活を営むためには、障がい福祉サービス等の提供体制の確保とともに、これらのサー

ビスの適切な利用を支え、自己選択・自己決定を支援しながら各種ニーズに対応する

相談支援体制の構築が不可欠です。 

福祉サービスに関することのみならず、近年増加傾向にある障がい児・者虐待や災

害発生時のための対策などの様々な問題について、障がい者や家族等からの相談に応

じる体制の整備に加えて、サービス利用計画の作成を含めた相談支援を行う人材の育

成支援、個別事例における専門的な指導や助言を行うほか、特定相談支援事業所の充

実のために必要な施策を推進していきます。 

また、東彼杵郡３町の関係機関等の有機的な連携の下で、地域の課題の改善に取り

組んでいきます。 

 

 

 

平成24年８月に、子ども・子育て支援法をはじめとする子ども・子育て関連３法が

成立しました。同法では、「子ども・子育て支援の内容及び水準は、全ての子どもが健

やかに成長するように支援するものであって、良質かつ適切なものでなければならな

い」と規定しており、障がい児及びその家族に対して、乳幼児期から学校卒業まで一貫

した効果的な支援を身近な場所で提供する体制の構築を図ることが重要です。 

障がい児のためのサービスは、児童福祉法のもとに一元化されましたが、全てのラ

イフステージにわたって障がい者の日常生活・社会生活を支えていくことが必要なこ

とから、本計画では障がい児に係るサービス提供に関しても活動指標や見込量確保の

ための方策を設定し、支援の充実に努めます。その際には、教育・子育て・保健・医療

など関係部局との連携を図っていきます。 

  

重点施策４ 相談支援体制の充実 

重点施策５ 障がい児支援の充実 
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４ 施策の体系 

 

 

 
 

 

  

基本理念 基本的視点 重点施策

１　支えあいのこころの啓発

２　地域福祉の推進

１　生活支援サービスの充実

２　経済的支援

３　スポーツ・文化芸術活動の推進

１　安全・安心のまちづくり

２　人にやさしいまちづくり

２　インクルーシブ教育の推進

１　一般就労機会の拡大

２　福祉的就労の支援

３　就労相談・情報提供

１　障がいの原因となる疾病の予防

２　医療サービスの実施

１　相談・情報提供の充実

２　意思疎通支援体制の充実

３　権利の擁護

１　行政機関等における配慮及び

　　障がい者理解の促進等

施策分野 具体的な取組内容

啓発・広報

行政サービス等にお
ける配慮
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療育・教育・子育て

雇用・就労

保健・医療

相談・情報提供

生活支援

生活環境

１ 療育・保育・教育における

支援体制の充実
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第２部 波佐見町障がい者計画 

第１章 啓発・広報 
■現状と課題■ 

障がいの有無にかかわらず、すべての人にとって暮らしやすいまちを目指すために

は、障がいや障がい者に対する正しい理解を深め、障がい者が偏見や差別等を受ける

ことがないよう、福祉教育の充実、啓発・広報活動、さらには地域内における協力・支

援が重要です。 

本町では、広報誌や社会福祉協議会の「社協だより」などを通じた広報・啓発活動を

行っており、社会福祉協議会ではボランティア活動を推進しています。 

アンケート調査においては、２割を超える障がい者が「差別や嫌な思いをしたこと

がある」と回答しています。そのため、職場、地域等の身近な場所で、また学校などで

子どもの頃から、障がいに対する理解が深まるような取組を進める必要があります。 

障がい者の社会参加や障がい者への理解を推進していくにあたっては交流が効果的

という意見も多くあることから、障がいの有無にかかわらず交流機会が得られ、地域

とのつながりを深められるような環境づくりを推進していく必要があります。 

 

１ 支えあいのこころの啓発 

（１）啓発・広報活動の推進 

○広報等による住民の理解・啓発 

町や社会福祉協議会の広報誌、ホームページ等を通じて、障がい者福祉に関わる各種サ

ービスや制度改正といった各種情報の提供を行い、障がい者とその障がい特性に対する住

民の理解・啓発を推進します。 

○障害者週間の周知 

12月3日から12月9日までの、障がい者が社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動

に積極的に参加する意欲を高めることを目的とした「障害者週間」について、広報誌やホ

ームページを通じて周知します。あわせて、障がいに対する正しい知識や思いやりのここ

ろを育む記事を掲載し、障がい者とその障がい特性の理解の推進に努めます。 
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（２）障がいと障がい者理解の促進 

○学校における福祉教育の充実 

優しいこころと思いやりのこころを持ち、お互い助け合う風土を育むため、ボランティ

ア体験や福祉体験などを行い、学校における福祉教育の充実に努めます。 

○特別支援学校との交流の支援 

特別支援学校との交流及び共同学習を実施し、障がい者への理解の普及に努めます。 

○福祉イベントの開催支援 

福祉に対する理解を深めるためのイベントの開催を支援します。 

○地域における福祉教育の推進 

地域住民の福祉への関心を高めるため、全町民を対象とした福祉に関する講座等を実施

するなど、地域における福祉教育を推進し町民の理解を深めます。 

 

 

２ 地域福祉の推進 

（１）地域福祉活動の推進 

○住民組織と福祉関係団体等の連携と協働の推進 

障がい者が地域で自立した暮らしが送れるよう、地域住民やボランティア、民生委員・

児童委員、行政区関係者が「自助・互助・共助・公助」の考えのもと身近な地域での支援

を行うことができる体制づくりに努めるとともに、地域や行政、サービス提供事業者等が

協働して福祉課題の解決に取り組み、地域福祉を推進します。 

○社会資源の発掘・支援 

地域や行政、サービス提供事業者等が協働して住みやすい地域づくりをするため、東彼

地区自立支援協議会において社会資源の発掘や活動の支援、地域課題や困難事例の共有を

行います。 

○地域見守り活動事業の推進 

障がい者の生活を支援するため、民生委員・児童委員やボランティア、民間業者等によ

る地域の見守り活動を推進します。また、見守り活動を災害時要支援者名簿の充実に繋げ

るなど、情報共有のあり方について検討します。 
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（２）ボランティアの育成 

○ボランティア講座の充実と参加促進 

社会福祉協議会が主催するボランティア講座への参加を促進し、ボランティアの養成の

ため、参加者のニーズに合った講座や時間設定、メニューを工夫し参加促進に努めます。 

○ボランティアの育成 

手話や点訳等の技術的なボランティア講座やセミナーを開催し、障がい者を支援するボ

ランティアの育成に努めます。 

 

（３）ボランティア活動への支援 

○ボランティア活動の場の提供 

ボランティア活動の場として、公的施設や社会福祉協議会の会議室等を提供します。 

○ボランティア情報の提供 

ボランティアに関する情報を集め、町民や活動団体に情報提供などの支援をすることに

より、ボランティア活動を推進します。 
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第２章 生活支援 

■現状と課題■ 

障がい者が、自ら望む場所で自立した生活を送るためには、個々の状況に対応した

福祉サービスの充実を図る必要があります。 

今後も、障がい者の自立した生活を支えるために、相談支援体制の充実を図るとと

もに、各種福祉サービスに対する情報提供を行い、障がい者が主体的に必要なサービ

スを選択できるような環境づくりに努めます。 

また、障がいの重度化や重複化、それに伴う家族などの介助負担の増加への対応の

ほか、障がい者とその家族の高齢化に伴う親亡き後などを見据えた対応が求められて

います。 

そのため、短期入所や日中一時支援などにより、家族の介助負担を緩和、軽減するた

めのサービスの充実に努めるとともに、適切なサービスを提供するための人材の育成

や確保を促進するなど、質と量の両面からサービスの充実を図る必要があります。 

さらに、スポーツ活動や文化芸術活動、レクリエーション活動等は、誰にとっても生

活を豊かにする上で重要な要素です。障がい者が一人でも多く希望する活動に参加し、

その楽しさを享受できるよう、参加促進のための支援を行う必要があります。 

 

１ 生活支援サービスの充実 

（１）訪問系・日中活動系サービスの充実 

○訪問系サービスの充実 

居宅介護等のサービスを提供する職員の専門性の確保と質の向上を図り、障がい特性を

理解した適切な支援ができるよう、サービス提供事業者に向けて県が実施する研修の受講

を推奨します。 

○日中活動系サービスの充実 

障がい者福祉計画に基づき、各種の障がい福祉サービスが、希望に沿って、円滑に提供

できるよう、サービス量の確保に努めます。 
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（２）居宅系サービスの充実 

○グループホーム等の整備 

障がい者が地域で自立した暮らしが送れるよう、障がい者福祉計画に基づき、ニーズに

応じた適正なグループホーム等の整備を推進します。 

 

（３）移動の支援 

○同行援護 

視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する障がい者等に、外出時において同行し、

移動に必要な情報を提供するとともに、移動の援護等の便宜を提供します。 

○行動援護 

知的障がいや精神障がい、発達障がいにより行動が困難で常に介護が必要な人に、行動

時に必要な介助や外出時の移動の補助などを提供します。 

○移動支援事業の充実 

外出や余暇活動等の社会参加のための移動が円滑に行われるよう、制度の周知やサービ

ス提供事業所の拡大を図ります。 

○移動手段の確保 

公共交通手段の拡充と利便性向上のため、定期的な住民ニーズの把握に努めるととも

に、関係機関と協議を行いながら、効果的な施策を検討します。 

 

 

２ 経済的支援 

（１）各種福祉手当の支給 

○各種福祉手当の情報提供 

受給資格者に対し不利益が生じないよう、手続きについての確実な情報提供を行いま

す。 

 

（２）各種助成制度による支援 

○各種助成・貸付制度の利用啓発 

長崎県社会福祉協議会における生活福祉資金貸付事業や、住宅改修費給付事業等の各種

助成・貸付制度の周知を行い、必要な方に支援をします。 
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３ スポーツ・文化芸術活動の推進 

（１）スポーツ活動の推進 

○情報提供の充実 

障がい者がスポーツを気軽に楽しんだり、身近な地域で活動に参加してもらえるよう、

障がい者団体と連携した情報提供に努めます。 

○スポーツ活動への参加促進 

障がい者団体と連携して、障がい者も気軽に参加できるスポーツイベントの実施に向け

た検討を行い、障がい者のスポーツ活動への参加を促進します。 

 

 

（２）文化芸術活動の推進 

○障がい者社会参加促進事業の実施 

障がい者の社会参加を促進するため、文化行事の開催にあたっては、障がい者が鑑賞・

参加しやすくなるよう配慮に努めます。また、文化芸術活動を通じた交流促進に取り組み

ます。 

 

 

（３）参加しやすい環境づくり 

○文化・体育施設の環境整備 

公共施設におけるエレベーターやスロープ、車いすの設置を推進し、参加しやすい環境

を維持します。 

○講座等への手話通訳者等の配置 

手話言語条例に基づき、主催する講座等を開催するときは、必要に応じて手話通訳者等

を配置し、障がい者の生涯学習への参加を促進します。 
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第３章 生活環境 

■現状と課題■ 

近年、全国各地において発生している大規模な地震や豪雨災害は、自然災害の脅威

と同時に、災害時における住民同士の助け合いの大切さを再認識させるものでした。 

本町では、障がいや障がい者への理解を促進しつつ、災害時における助け合いによ

る救助や避難所などにおける障がい者への適切な配慮について町民の意識の醸成を図

るとともに、福祉避難所や災害備蓄品の整備、ボランティアの確保、避難行動要支援者

登録の促進などに努める必要があります。 

障がい者が、身近な地域で安心して暮らすことのできる環境を整備するためには、

公共施設や障がい者支援施設をはじめとする民間施設や道路において、障がい者の利

用を制限するような障壁の除去、すなわち、バリアフリー化を推進する必要がありま

す。 

歩道の整備や段差解消などハード面のバリアフリー化は多大な費用を要することか

ら、短期間で実現することは難しい分野ですが、障がい者が暮らしやすいまちは、全て

の人が暮らしやすいまち、すなわちユニバーサルデザインのまちであるという認識の

もとに、生活環境の整備を進める必要があります。 

さらに、日常的に発生している犯罪や交通事故、消費生活に関するトラブルなどか

ら、障がい者をはじめとするすべての人を守るため、地域や警察と連携して、防犯対策

に取り組むとともに、身近な地域における見守りや助け合いなどの活動を促進するな

ど、防犯対策のさらなる推進を図る必要があります。 
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１ 安全・安心のまちづくり 

（１）防災対策の推進 

○災害時避難行動要支援者支援制度の推進 

広報誌やホームページ、個別通知等を通じて、災害時避難行動要支援者支援制度の普及

啓発を行い、登録の推進及び消防団・民生委員等の関係団体との情報共有を行い、災害時

に支援を行えるよう体制の整備に努めます。 

○災害時要支援者に対する意識の醸成 

自治会長会や防災関係会議において、障がい者をはじめとする災害時避難行動要支援者

の避難支援について協議を行い、要支援者を地域ぐるみで支援する意識の醸成を図りま

す。 

○避難所における障がい者への配慮 

避難所においては、障がい者が安全に行動できるような配慮に努めます。また、安心し

て避難生活を送れるよう、障がいその他の事情に合わせて各避難者の避難スペースの調整

を行うなど避難所の円滑な運営と避難者への配慮に努めます。 

○避難所・避難場所の周知 

障がい者に一般避難所や福祉避難所等を周知するため、広報誌やホームページ等のあら

ゆる媒体を通じた情報発信と内容の充実に努めます。 

 

（２）緊急時の情報の発信 

○緊急時の情報提供 

緊急時には、防災無線やメール、ホームページ等による情報発信を行います。また、メ

ール等の登録者数を増やすために、様々な広報・啓発活動を通じて、平時より災害発生時

の対応に関する意識の向上を促進します。 

 

（３）消費者トラブルの防止と救済 

○消費者トラブルの防止と被害からの救済 

障がい者が、悪徳商法等の被害にあうことのないよう、地域の見守り活動を行う団体と

連携し情報収集と発信を行うとともに、被害からの救済のため、必要に応じて成年後見制

度の利用の促進や波佐見町消費者相談窓口等の相談窓口へつなぎます。 
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（４）交通安全教育の実施 

○交通安全教育の実施 

交通安全教育を実施する際には障がい者が交通事故等にあうことがないよう、 啓発に

努めます。 

 

 

２ 人にやさしいまちづくり 

（１）人にやさしい施設の整備 

○公共施設のユニバーサルデザインの推進 

公共施設を新設・改修する際には、ユニバーサルデザインによる設計を推進し、障がい

者も利用しやすい環境づくりを推進します。 

○障がい者用トイレの多機能化の推進 

公共施設を新設するときには、オストメイト対応トイレの設置を検討します。 

 

（２）住まいの充実 

○町営住宅のバリアフリー化の推進 

障がい者の快適な住まいを確保するため、町営住宅の建替えや改修の際にはユニバーサ

ルデザインやバリアフリー化を推進します。 
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第４章 療育・教育・子育て 

■現状と課題■ 

障がいのある児童生徒が、持てる能力を十分に発揮し自立を目指すためには、発達

の遅れや障がいを早期に発見し、早期療育につなぐことが重要です。 

本町では、乳幼児健診等により発達段階に応じた健康診査や育児相談を実施してお

り、その結果、必要に応じて医療機関や療育機関及び東彼杵郡３町で実施しているこ

そだて相談（乳幼児発達専門相談）等へつないでいます。 

障がい者をはじめ、誰もが生涯にわたって、より充実した生活を送るためには、生き

がいを持って健やかに暮らすことができるよう、生涯学習につながる学校教育におけ

る良好な環境づくりから取り組むことが重要となります。学校教育の充実にあたって

は、障がいのある児童生徒が、合理的配慮を含む必要な支援のもと、障がいのない児童

生徒とともに、障がいの特性や程度などを踏まえた適切な教育を受けることができる

ような環境づくりが望まれています。このような、共に学ぶ環境づくりを進める一方

で、個別の支援ニーズのある児童生徒が、将来の自立と社会参加を見据えて、成長段階

ごとに最適な支援を受けられるよう、通常の学級のほか、特別支援学級、特別支援学校

などの多様な学びの場の充実を図る必要があります。 

発達障がいや発達に遅れのある子どもについては、一人ひとりの特性や発達段階に

応じた適切な医療や保育、教育を提供するとともに、ライフステージに応じた切れ目

のない支援が重要となります。 

また、放課後等デイサービスのニーズは高くなっており、保育サービス、地域子ど

も・子育て支援事業等を含め、子育て支援の視点からより一層の支援が必要です。 

学校教育においては、「障害者権利条約」に盛り込まれたインクルーシブ教育を推進

していくことが課題となります。本人・保護者の意見を尊重した就学先の決定や学校

施設のバリアフリー化、教材の工夫などの取組が求められます。また、一人ひとりの教

育的ニーズに応じた教育が行われるよう、関係各課で検討を進めることが必要です。 
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１ 療育・保育・教育における支援体制の充実 

（１）早期療育支援体制の充実 

○健康診査等の実施 

母子保健法で定められている1歳6か月児・3歳児健康診査のほか、2歳児歯科健診・5歳

児健診を集団健診で実施し、身体や運動、精神発達を確認し、障がいの早期発見や治療、

療育に対応します。また、必要に応じ、個別の相談や訪問指導を行い、きめ細やかな対応

に努めます。 

さらに、5歳児健診の事前把握として町内の各保育園等を訪問し、園生活での問題点等

を共有し、就学を見据えて療育等の必要な支援につなぎます。 

 

（２）療育・幼児教育の充実 

○支援体制の整備 

発達の遅れや保護者の育児不安に関する相談に対して、適切な助言・指導を行える相談

機能の体制整備に努めます。また、3歳児健診と5歳児健診には、臨床心理士による子育て

の悩み相談を実施します。 

○交流保育の推進 

障がいの有無にかかわらず、全ての児童のふれあいを図るため、乳児家庭全戸訪問事業

で各家庭を訪問した際やホームページ等を通じて、子育て支援センターや各園の子育てサ

ークルの情報提供を行い、参加を推進します。 

○保育園・こども園への支援 

集団生活に適応するための支援を必要とする子どもへの保育に関して、個々の特性に合

わせた保育を行うために、臨床心理士等が各園を訪問し、担当職員に必要な助言を行いま

す。 
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（３）情報交換、協力体制の充実 

○関係機関の連携による支援体制の充実 

東彼地区自立支援協議会のこども部会において、療育担当者や関係機関の情報交換会を

開催することにより、保健・療育・教育の各分野間の連携を強化し、早期療育の連続・一

貫した支援体制の充実に向けて検討します。 

○各種子育て支援事業による育児不安の解消 

各種子育て支援サービス情報の提供や相談･助言を行うことにより、保護者の育児不安

の解消に努めます。また、早期療育等へつながるよう、関係機関との連携を図ります。 

 

（４）子育て支援の充実 

○放課後児童クラブへの受入れの推進 

特別支援教育を受ける小学生で、昼間保護者が留守になる児童について、放課後児童ク

ラブへの受入れを推進します。 

○放課後等デイサービスの充実 

放課後等デイサービスについては、ニーズに対応するため、新規事業者の参入を促進し、

質の充実と量の確保を図ります。 

○ファミリー・サポート・センター事業の実施 

子育て支援活動の充実のため、援助会員の確保や、障がいのある児童の理解を含めた研

修会への参加を推進します。 
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２ インクルーシブ教育の推進 

（１）教育相談等の充実 

○教育の支援体制の整備 

医師や小・中学校長、保健師で組織する「教育支援委員会」を毎年開催し、就学に関し

て様々な立場からの意見を集約することで、児童生徒にとって最善の環境を提供するため

の支援を行います。 

○関係機関の連携強化 

保護者の教育上の悩みや不安を解消するため、専門機関や特別支援学校等の連携強化を

図ります。 

○相談支援体制の充実 

相談数の増加に対応するため、スクールソーシャルワーカー・臨床心理士等の相談時間

の活用について検討を行います。 

 

（２）インクルーシブ教育システムの構築 

○多様な学びの場の充実 

教育的ニーズに最も的確に応えた指導を提供できるよう、小中学校における通常の学級

や通級による指導、特別支援学級、特別支援学校という連続性のある「多様な学びの場」

のそれぞれの充実を図ります。 

○合理的配慮の提供 

合理的配慮については、児童生徒一人ひとりの障がいの状態や教育的ニーズ等に応じて

町・学校と本人・保護者間で可能な限り合意形成を図った上で決定し、提供します。 

○特別支援学級及び通級による指導の充実 

障がい特性に合わせた学習支援をするため、特別支援学級による教育の充実を図るとと

もに、県が開催する研修会への参加を促進するなど、教職員の専門知識の習得と資質向上

を図り、通級による指導の充実に努めます。 

○学校施設のバリアフリー化の推進 

災害発生時における利用等の観点も踏まえつつ、学校施設のバリアフリー化の推進を検

討します。 
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（３）進路指導の充実 

○学校・行政・職安の協力 

障がいのある生徒の状況に適した進路指導を行うため、学校と行政及び公共職業安定所

が協力し、就学・就職への支援をします。 

○職場見学・説明会等の実施 

障がいのある生徒に自らの進路に対して関心を持ち、考えてもらうため、職場体験、学

校説明会等を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

インクルーシブ教育システム 

人間の多様性の尊重等の強化、障がい者が精神的及び身体的な能力等を可能な

最大限度まで発達させ、自由な社会に効果的に参加することを可能とするとの目

的の下、障がいのある者と障がいのない者が共に学ぶ仕組み。 

※平成24年7月23日初等中等教育分科会「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構

築のための特別支援教育の推進（報告）」抜粋 
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第５章 雇用・就労 

■現状と課題■ 

障がい者が、自ら望む場所で自立した生活を送るためには、生活の糧を得られるよ

う、働く意欲を持つとともに、一般就労を望む人が、民間企業などで働くことのできる

環境づくりに取り組むことが重要となります。 

障害者雇用促進法では、事業主に対して、その雇用する労働者に占める身体障がい

者・知的障がい者の割合が一定率（法定雇用率）以上になるよう義務づけています。 

令和３年３月１日から法定雇用率が、民間企業では2.2％から2.3％へ、国・地方公

共団体等では2.5％から2.6％へ引き上げられています。さらに、障がい者に対する差

別の禁止や合理的配慮の提供義務、これまで雇用義務の対象とされていなかった精神

障がい者の雇用義務化など障がい者の就労に向けた環境づくりが推進されています。 

しかし、障がい者雇用は依然として厳しい状況にあり、障がい者が地域で自立して

生活を送るためには収入を得ることが必要不可欠です。特にグループホームで生活を

していく場合は、家賃・食費等を考慮すると障害年金の収入だけでは十分ではなく、就

労により収入を得ることが必要です。 

就労することで生活のリズムを保つことができ、働いて収入を得ることでやりがい

も享受できます。加えて、いろいろな人とふれあうことができ、社会参加や生きがいも

見出すことができます。 

一般就労については、公共職業安定所や特別支援学校等と連携して、障がい者の能

力や適性に応じた就労の場の確保及び雇用の安定に努める必要があります。 

雇用の安定のためには、就労における悩みに対して相談支援をすることも重要にな

ってきます。現在、本町では一般就労についての相談支援を行っていますが、今後は東

彼杵郡３町で情報の共有を図り、その周知と連携に努めます。 

一般就労が難しい障がい者については、相談支援事業所や福祉施設等と連携して、

一般就労同様に能力や適性に応じた福祉的就労の場を確保することにより、働くこと

へのやりがいを持てるような支援が求められます。 

障害者優先調達推進法に基づき、就労系サービス事業所で作られる製品の販売を促

進することにより、障がい者の工賃収入を増やし、その結果、自立した生活を送ること

ができるように努めていくことが重要です。就労系サービス事業所などの福祉的就労

の場においては、引き続き事業者の参入・事業拡大を図ると同時に、多様な事業者の参

入に対して、その質の確保に努めていく必要があります。  
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１ 一般就労機会の拡大 

（１）雇用・就労の啓発・広報 

○企業等への制度の啓発 

障がい者の雇用拡大を働きかけるため、広報誌やホームページ等を利用して、企業等に

各種助成制度や障害者雇用率制度を周知します。 

○障がい者雇用の促進 

就労継続支援Ａ型の新規事業者の参入促進を図るなど、就労の場の拡大に努めます。 

○職場における合理的配慮の提供義務等の周知 

改正障害者雇用促進法や障害者差別解消法等の内容を踏まえ、障がい者への差別の禁止

や合理的配慮の提供義務について広報・啓発に努めます。 

 

 

（２）雇用・就労の支援 

○関係機関の連携強化 

相談支援事業所や就労系サービス事業所と連携し、一人でも多くの方の就労実現につな

がるよう努めます。 

○就労移行支援の充実 

就労移行支援の新規事業者の参入促進を図ると同時に、サービスの質の確保に努めま

す。 

○町における障がい者雇用の推進 

法定雇用率の維持に努めるとともに、障がいを持つ職員が働きやすい環境整備に努めま

す。 
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２ 福祉的就労の支援 

○障がい者福祉施設からの調達等 

障害者優先調達推進法に基づき、引き続き町業務の一部を障がい福祉施設へ委託すると

ともに、庁内各課に向けた制度の周知や委託できる業務の掘り起こしに努めます。 

○就労系サービスの充実と事業者の質の確保 

一般企業等での就労が困難な人の就労機会や生産活動の場として、就労系サービスの新

規事業者の参入や事業の拡大を促進します。 

○学校と相談支援事業所の連携 

特別支援学校等の卒業生が必要な就労支援が得られ、適切なサービスの選択ができるよ

う、学校と町、相談支援事業所の連携を強化します。 

 

 

３ 就労相談・情報提供 

（１）相談支援体制の充実 

○募集情報の提供、職業相談の実施 

公共職業安定所と連携し、人材募集情報の提供を行うとともに、職業相談があった場合

にはハローワークや就労移行支援へつなぎ、必要な支援を受けられるよう支援します。 

○就労相談の推進 

関係機関から提供される情報等を活用し、相談支援事業所と連携を図りながら、一般就

労への支援や職場への定着を推進します。 
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第６章 保健・医療 

■現状と課題■ 

障がいの有無にかかわらず、自立した生活を送るためには、健康の維持または増進

を図ることが重要となります。 

成人の疾病全体に占める、がんや心疾患、脳血管疾患、糖尿病等の生活習慣病の割合

が増加しており、今後は、重症化や合併症を予防できる事業の推進が重要になります。 

障がいの発生時期や原因は様々であることから、それぞれのライフステージに合わ

せて、障がいの原因となる疾病などの発生予防や早期発見に取り組み、早期治療につ

なぐことが重要となります。 

障がい者に対する公費医療負担制度としては、「更生医療」「育成医療」及び「精神通

院医療」がありましたが、一本化され、「自立支援医療」として支給が行われています。

これら医療費制度による給付等の適切な利用を図っていくことが求められます。 

また、難病と小児慢性疾患の医療費助成の対象が拡大されるなど制度改正について

周知・広報を積極的に行い、難病患者等の不安を解消していく必要があります。 

さらに、ストレスなどによって、うつ病などのこころの病を抱える人が増加してい

ることから、学校や企業などと連携し、こころの健康づくりに関する取組を推進する

必要があります。 

 

 

１ 障がいの原因となる疾病の予防 

（１）生活習慣病予防とこころの健康づくりの推進 

○特定健康診査等の実施 

生活習慣による疾病が進行し障がいとなることを防ぎ、健康づくりを支援するため、特

定健康診査や後期高齢者医療健康診査を実施します。特定健康診査後は、健診結果を基に

特定保健指導等を実施します。 

○特定健康診査等の受診の促進 

特定健康診査や後期高齢者医療健康診査の周知を図り、健康診査の受診を働きかけ、更

なる受診率向上を目指します。 

○こころの健康づくりの推進 

社会的なストレス要因の増加に対応するため、効果的な情報提供方法を検討しつつ、こ

ころの健康についての知識の普及や相談サービス等の情報を提供します。 

○こころの健康づくりへの意識向上の推進 

ゲートキーパー養成事業等、知識啓発の機会をさらに設け、こころの健康づくりの意識

向上を図ります。 
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（２）介護予防の推進 

○高齢者の生活機能の維持向上 

高齢者の生活機能の低下を予防するため、介護保険制度による介護予防事業等を実施し

ます。 

 

 

２ 医療サービスの実施 

（１）地域医療の促進 

○かかりつけ医の促進 

身近な医療機関で継続して受診できる、かかりつけ医を持つよう働きかけます。 

 

（２）自立支援医療と医療費の助成 

○自立支援医療の実施 

心身の障がいの状態の軽減を図り、自立した日常生活や社会生活を営むため、必要な医

療費を給付します。 

○福祉医療費の支給 

障がい者の医療費軽減のため、障がいの程度により、医療費を助成します。 

○難病患者の医療費助成制度 

難病患者への医療費助成制度については、関係機関と連携して情報提供に努めます。 
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第７章 相談・情報提供 

■現状と課題■ 

障がい者が、自ら望む場所で自立した生活を送るためには、生活上の困りごとなど

を気軽に相談し、解決するための相談支援体制が整備されていることが重要となりま

す。 

相談件数の増加とそれに伴う相談内容の多様化などに対応するため、ワンストップ

で対応できる体制づくりが求められています。 

障がい者が安心して暮らすことのできる環境を整備するためには、障がい者が必要

とする情報を適切に入手し、活用できるようにすることにより、生活の利便性の向上

や外出しやすい環境を創出する必要があります。特に、視覚・聴覚障がい者の情報入手

や意思疎通の支援に取り組むなど、情報のバリアフリー化を推進する必要があります。 

情報化社会と言われる中、情報機器は障がい者にとっても情報収集や発信、コミュ

ニケーション等の重要な手段の一つとなっていることから、パソコン講座等の学習機

会の充実に努める必要があります。 

障がい者への差別を解消し、その権利をおびやかすような言動や虐待を防止するよ

う、障がいのある人とない人がお互いを理解し、尊重し合う環境づくりに取り組む必

要があります。 

また、知的障がいや精神障がいにより判断能力が不十分な人の権利を守るため、福

祉サービスや日常生活における契約行為、財産の管理等を行う成年後見制度の利用促

進、虐待の防止に向けての啓発に努める必要があります。 

 

 

１ 相談・情報提供の充実 

（１）相談窓口の充実 

○相談支援事業の充実 

高い専門性を必要とする内容については、保健所や発達障害者支援センター、東彼地区

障がい者支援センター エールなどの専門相談機関へつなぎます。 

○相談支援担当者の専門性の向上 

相談支援事業所や町の担当者の専門性の向上のため、各種研修への参加を促進します。 

○手帳を所持していない障がい者への対応 

発達障がいや高次脳機能障がい、精神疾患、難病等で障がい者手帳を取得していない人

に対しては、手帳取得のための手続きに関する情報や手帳がなくても利用できるサービス

について周知を図ります。 
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（２）情報提供の充実 

○障がいのある避難行動要支援者の把握 

避難行動要支援者支援制度を活用し、障がい者の状況把握に努めます。また、名簿の更

新に努めます。 

○広報等による情報提供の充実 

町や社会福祉協議会の広報誌等により各種の情報を提供するとともに、障がい者が必要

な時に必要な情報が得られるよう、障がい特性に配慮した情報の提供など、情報のバリア

フリー化を推進します。 

○利用しやすいホームページ等の充実 

アクセシビリティに配慮し、誰でも情報を探しやすく見やすいホームページづくりに引

き続き努めます。 

○ガイドブック等の作成・配布 

障がい者に関わる様々なサービス、制度等についてまとめたガイドブック等を作成し、

手帳交付時に配布するとともに、その際に制度説明を実施します。 

 

 

２ 意思疎通支援体制の充実 

（１）意思疎通支援事業等の充実 

○意思疎通支援者の派遣 

手話通訳者や要約筆記者等の意思疎通支援者の派遣を行うとともに、派遣制度の更なる

周知に努めます。なお、専門性の高い意思疎通支援者の派遣や調整の困難な広域的な派遣

については、県と連携して円滑な対応に努めます。 

 

 

（２）ＩＣＴへの対応 

○日常生活用具（情報・通信支援用具）の利用促進 

スマートフォンやＡＩなどの支援機器についての利用の需要などを調査し、対象用具の

追加の検討や周知に努めます。 
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３ 権利の擁護 

（１）障がいを理由とする差別の解消の推進 

○障がいを理由とする差別解消のための啓発 

町民に障害者差別解消法の趣旨や内容について、広報・啓発に努めます。 

○職場における合理的配慮の提供義務等の周知（再掲） 

改正障害者雇用促進法や障害者差別解消法等の内容を踏まえ、障がい者への差別の禁止

や合理的配慮の提供義務について広報・啓発に努めます。 

 

 

（２）権利擁護の推進 

○日常生活自立支援事業の推進 

障がい者や認知症高齢者など判断力が十分でない人が、安心してサービスを受けること

ができるよう、社会福祉協議会で実施している日常生活自立支援事業を推進します。 

○成年後見支援事業の実施 

身寄りがないなど当事者による申立てができない場合は、町が代わって法定後見（後 

見・保佐・補助）開始の審判申立てを行います。 

○成年後見制度等の利用促進 

成年後見制度の周知を図るとともに、申請の援助や助言を行います。また、社会福祉協

議会が実施している日常生活自立支援事業についても周知に努めます。 

○虐待等の防止 

障がい者に対する虐待の未然防止や早期発見に向けて、町民や企業等への啓発に努めま

す。また、虐待に関する情報提供があった場合には、県や関係機関と連携し、被害者の保

護を確実に実施します。 
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第８章 行政サービス等における配慮 

■現状と課題■ 

障害者差別解消法の平成28（2016）年の施行に伴い、地方公共団体に、障がいを理

由とする差別の禁止や障がい者に対する合理的配慮が義務付けられることから、これ

について具体的に示す「職員対応要領」の作成が求められています。 

今後は、これに基づく合理的配慮に取り組むとともに、広く障がいや障がい者に対

する理解の一層の促進を図り、差別の解消を推進する必要があります。 

また、障がい者がその権利を円滑に行使することができるように、障がい者に対し

て、選挙等における配慮を行う必要があります。 

 

１ 行政機関等における配慮及び障がい者理解の促進等 

（１）町職員等の障がい者理解の促進等 

○町職員への啓発 

障がい者に対する正しい理解を深めるため、町職員に向けた研修機会の確保やパンフレ

ット等の配布を行います。 

○行政事務等における配慮 

事務・事業にあたっては、障害者差別解消法に基づき、障がい者が必要とする社会的障

壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮を行います。また、障がい者にとって行政

サービスが利用しやすいように、行政手続の簡素化や窓口の一本化に努めます。 

○情報提供における配慮 

行政情報の提供にあたっては、アクセシビリティに配慮した情報提供に努めます。 

 

（２）選挙における配慮 

○情報提供の推進 

点字による候補者情報の提供等、障がい特性や障がい者の生活実態に応じた情報の提供

に努めます。 

○投票環境の整備 

移動に困難を抱える人に配慮した投票所のバリアフリー化や投票設備の設置等、投票環

境の向上に向けた取組を推進し、投票したい人が自らの意思に基づき円滑に投票できるよ

う努めます。 

○投票機会の確保 

指定病院等における不在者投票や郵便等による不在者投票の適切な実施の促進により、

選挙の公正を確保しつつ、投票所での投票が困難な人の投票機会の確保に努めます。 
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第３部 障がい福祉計画 

第１章 基本指針に基づく障がい福祉サービス等の

整備の方向 
 

１ 障がい者の自己決定の尊重と意思決定の支援 

共生社会の考えのもとに、障がい者などが自分の住みたい場所に住み、必要とする

障がい福祉サービスその他の支援を受けつつ、その自立と社会参加が実現できるよう、

自己決定と自己選択を尊重するとともに、意思決定の支援に配慮します。 

 

２ 障がい種別によらない一元化した障がい福祉サービスの実施等  

障がいに関わる制度の一元化への対応として、障がい者などがその障がい種別にか

かわらず、必要なサービスなどを利用することができるよう、サービスの提供体制の

充実を図ります。 

 

３ 課題に対応したサービス提供体制の整備 

障がい者などの自立と社会参加を支援する観点から、入所等から地域生活への移行、

地域生活の継続支援や就労支援といった重要な課題に対応するため、地域の社会資源

を最大限に活用しながら、障がい者などの生活を地域全体で支えるサービスの提供体

制の整備を進めます。 

 

４ 地域共生社会の実現に向けた取組 

地域のあらゆる住民が、「支え手」と「受け手」に分かれるのではなく、地域や暮ら

し、生きがいをともに創り、高め合うことができる地域共生社会の実現に向け、地域住

民が主体的に地域づくりに取り組むための仕組みづくりや柔軟なサービスの確保に取

り組むとともに、本町の実態等を踏まえながら、包括的な支援体制の構築に取り組み

ます。 

 

５ 障がい児の健やかな育成のための発達支援 

質の高い専門的な発達支援を行う障害児通所支援等の充実を図るとともに、各関係

機関の連携の強化に努め、切れ目のない一貫した支援体制の構築を図ります。 

また、医療的ケア児などの専門的な支援が必要な児童が、保健や医療、障がい福祉等

の支援を円滑に受けられるような体制づくりについて東彼圏域で協議を行うなど、包

括的な支援体制の構築を図ります。 
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６ 障がい福祉人材の確保 

障がい者の重度化・高齢化や人口減少などによる地域資源の減少が進行する中、将

来にわたって安定的に障がい福祉サービス等を提供するために、提供体制の確保と併

せて、それを担う人材の確保・育成が一層重要となります。県や東彼圏域の近隣自治体

等とも協力し、専門性を高めるための研修の実施や派遣、多職種間の連携の推進等、障

がい福祉人材の育成に努めます。 

 

７ 障がい者の社会参加を支える取組 

障がい者が文化芸術を楽しみ、創造や発表などの多様な活動に参加する機会の確保

などを通じて個性や能力などを発揮することにより、障がい者の地域における社会参

加の促進を図ります。 
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第２章 前期計画の成果目標の評価 

基本指針では、障がい福祉サービス等及び障がい児通所支援等の提供体制の確保

に係る目標として、国が掲げる事項について成果目標を設定し定期的に評価をおこ

なうこととされています。これに基づき、第５期障がい福祉計画及び第１期障がい福

祉計画で設定した成果目標について、実績の把握と評価を行いました。 

 

 

１ 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

【目標値】 

 基準値 目標値 

①地域生活移行者数 
平成 28 年度施設入所者数 

26 人 

３人（９％）が地域移行 

②施設入所者数 
令和２年度 25 人 

１人（２％）削減 

【実績】 

 平成 30 年度実績 
平成 31 年度 

（令和元年度）実績 
令和２年度見込 

①地域生活移行者数 ０人 ０人 ０人 

②施設入所者数 27 人 29 人 28 人 

 

 

２ 精神障がい者にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

【目標】 

令和 2 年度末までに、東彼地区自立支援協議会 精神障がい者地域支援部会において協

議を行っていきます。 

【実績】 

令和２年度から、東彼地区自立支援協議会 精神障がい者地域支援部会において年２回

協議を実施しています。 
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３ 地域生活支援拠点等の整備の状況 

【目標】 

令和２年度末までに、東彼圏域において地域生活支援拠点を整備することを目指します。 

【実績】 

令和２年度末までに、東彼圏域において地域生活支援拠点を整備することはできません

でした。 

 

 

４ 福祉施設から一般就労への移行等の状況 

【目標値】 

 基準値 目標値 

①一般就労移行者数 
3 人 

（平成 28 年度） 
5 人 

（令和２年度） 

②就労移行支援事業の利用者数 
9 人 

（平成 28 年度） 
11 人 

（令和２年度） 

③就労移行支援事業所の就労移行率 － 50％ 

④就労定着支援事業利用者の 

１年後の就労定着率 

－ 
2 人 

（平成 30 年度） 

－ 
2 人 

（令和元年度） 

【実績】 

 
平成 30 年度 

実績 

令和元年度 

実績 

令和２年度 

見込 

①一般就労移行者数 ０人 １人 ３人 

②就労移行支援事業の利用者数 ４人 ４人 ４人 

③就労移行支援事業所の就労移行率 ０％ 25％ 50％ 

④就労定着支援事業利用者の 

１年後の就労定着率 
－ 

地域に事業所が 

無い 

地域に事業所が 

無い 
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５ 障がい児支援の提供体制の整備等 

① 児童発達支援センターの設置、保育所等訪問支援の充実 

【目標】 

令和 2 年度末までに、東彼圏域における児童発達支援センターの設置及び保育所等訪問

支援を利用できる体制の構築に努めます。 

【実績】 

令和元年度より、東彼圏域において児童発達支援センターを１か所整備しています。

また、保育所等訪問は従来から体制を整備して実施しています。 

 

② 主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所等の確保 

【目標】 

令和 2 年度末までに、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後

等デイサービス事業所を少なくとも 1 か所以上確保していきます。なお、本町単独での確

保が困難な場合は、東彼圏域での確保を目指します。 

【実績】 

令和 2 年度末までに、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課

後等デイサービス事業所を整備することはできませんでした。 

 

③ 医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置 

【目標】 

令和 2 年度末までに、東彼地区自立支援協議会 こども部会において医療的ケア児支援

の協議を行っていきます。 

【実績】 

平成 30 年 12 月から、東彼地区自立支援協議会 こども部会において、医療的ケア児

支援の協議を行っています。 
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第３章 本計画における目標値の設定 

 

１ 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

地域生活への移行を進める観点から、現状の福祉施設に入所している障がい者の

うち、今後、自立訓練事業者等を利用し、グループホームや一般住宅に移行する人の

数について、障がいの程度やサービスの提供基盤等を踏まえ見込みます。 

 

国の基本方針 

令和元年度末時点の施設入所者数の６％以上が地域生活へ移行するとともに、

令和５年度末の施設入所者数を令和元年度末時点の施設入所者数から1.6％以上

削減することを基本とする。 

 

町の目標設定の考え方 

国の基本指針に基づいて、６％以上（1.86人以上）を地域生活に移行とすべき

本計画では、本町の実情を考慮し、地域生活移行人数の目標設定を２人とします。 

また、国の基本指針に基づいて、施設入所者の1.6％以上（0.49人以上）を削

減すべき本計画では、本町の実情を考慮し、削減数の目標設定を１人とします。 

 

項目 人数 考え方 

【基準】 

令和元年度末の施設入所者数 
29人 令和元年度末の施設入所者 

目標年度の施設入所者 28人 令和5年度末の施設入所者 

目標年度の地域移行者 
２人 

６％ 

施設入所からグループホーム等

への移行見込み 

【目標値】 

削減見込み 

１人 

1.6％ 
― 
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２ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

国の第６期の基本指針では、市町村の成果目標は示されていませんが、精神障がい

者の地域移行支援事業等に関する活動指標を見込むことが適当とされていることか

ら、以下のとおり活動指標を見込みます。 

 

国の基本方針 

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進するため、成果目

標を次のとおり設定する。 

・精神障がい者の精神病床から退院後１年以内の地域における生活日数の平均

を316日以上とすることを基本とする。 

・令和５年度末の精神病床における１年以上長期入院患者数（65歳以上、65歳

未満）の目標値を国が提示する推計式を用いて設定する。 

・令和５年度末における入院３ヶ月後時点、入院後６ヶ月時点及び入院後１年時

点の退院率の目標値をそれぞれ69％以上86％以上及び92％以上として設定

することを基本とする。 

 

町の目標設定の考え方 

国の基本指針に基づいて地域移行を進める事を基本としますが、本町において

は、県が定める目標数値を参考としながら地域移行推進を行うこととし、地域の

実情とグループホーム等居住の場の確保並びに支援体制の連携強化を図りなが

ら進めることとします。 

 

【活動指標】 

項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

①保健・医療・福祉関係者による協議の 

場の設置 
１か所 １か所 １か所 

②保健・医療・福祉関係者による協議の 

場における目標設定及び評価の実施 

回数 

１回 １回 １回 
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３ 地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

相談、体験の機会や場の提供、緊急時の受け入れ・対応、専門的な対応、地域の体

制づくり等を行う地域生活支援拠点等の整備について、以下を本町の目標として設

定しました。 

 

国の基本方針 

令和５年度末までに、各市町村又は各圏域に１つ以上の地域生活支援拠点等を

確保しつつ、その機能の充実のため、年１回以上運用状況を検証及び検討するこ

と基本とする。 

 

町の目標設定の考え方 

令和５年度末までに東彼杵郡３町で１か所程度の地域生活支援拠点施設の設

置を検討します。また、その機能の充実のため、年１回以上運用状況を検証及び

検討します。 

 

令和５年度末の 

整備箇所数 
整備形態 整備目標年度 

１年間の運用状況 

検証・検討の回数 

１か所 圏域による設置 令和５年度 １回 
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４ 福祉施設から一般就労への移行等 

福祉施設利用者のうち、就労移行支援事業等（生活介護、自立訓練、就労移行支援、

就労継続支援）を通じて、令和５年度中に一般就労に移行する者の目標値を設定しま

した。 

 

国の基本方針 

〇福祉施設から一般就労への移行者数を令和元年度実績の1.27倍以上とするこ

とを基本とする。 

〇就労移行支援については、一般就労への移行における重要な役割を踏まえ、令

和元年度の一般就労の1.30倍以上とすることを基本とする。 

〇就労継続支援Ａ型事業については、令和元年度実績のおおむね1.26倍以上、就

労継続支援Ｂ型事業についてはおおむね1.23倍以上を目指すこととする。 

○就労定着支援事業の利用者数については、就労定着支援事業の事業所数等を踏

まえた上で、令和５年度における就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行

する者のうち、７割が就労定着支援事業を利用することを基本とする。 

○就労定着支援事業所のうち、就労定着率が８割以上の事業所を全体の７割以上

とすることを基本とする。 

 

町の目標設定の考え方 

国の基本指針に基づき、令和５年度における就労移行支援事業、就労継続支援

Ａ型事業、就労継続支援Ｂ型事業から一般就労への移行者数を、令和元年度実績

のそれぞれ1.3倍以上、1.26倍以上、1.23倍以上とします。 

また、令和５年度における就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者

のうち、７割が就労定着支援事業を利用することを目標とします。 

 

 

項目 人数 考え方 

福祉施設（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就

労継続支援）から一般就労への移行者数 
４人 

令和元年度実績 １人 

1.27倍以上 

内 

訳 

令和５年度中の就労移行支援事業から 

一般就労への移行者数 
２人 

令和元年度実績 １人 

1.3倍以上 

令和５年度中の就労継続支援Ａ型事業から 

一般就労への移行者数 
１人 

令和元年度実績 ０人 

1.26倍以上 

令和５年度中の就労継続支援Ｂ型事業から 

一般就労への移行者数 
１人 

令和元年度実績 ０人 

1.23倍以上 

令和５年度中の一般就労への移行者のうち 

就労定着支援事業の利用数 
３人 

令和５年度における移行

者数４人のうち７割 

就労定着支援事業の就労定着率８割以上の事業所 －  令和5年度における割合 
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５ 障がい児支援の提供体制の整備等 

国の基本指針を踏まえ、以下の項目を本町の目標として設定しました。 

 

①児童発達支援センターの設置及び保育所等訪問支援の充実 

 

国の基本方針 

〇令和5年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１か所以

上設置することを基本とする。 

○令和5年度末までに、保育所等訪問支援を利用できる体制を構築することを基

本とする。 

〇令和５年度末までに、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及

び放課後等デイサービス事業所を各市町村又は各圏域に少なくとも１か所以

上確保することを基本とする。 

○令和５年度末までに、医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場を設ける

とともに、医療的ケア児等に関するコーディネーターを配置することを基本と

する。 

 

町の目標設定の考え方 

令和５年度末までに、国の基本方針に基づいて、児童発達支援センター、保育

所等訪問支援を利用できる体制、重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業

所及び放課後等デイサービス事業所をそれぞれ１か所確保します。 

医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置については、東彼地区自

立支援協議会のこども部会において協議をすることとします 

また、国の基本方針に基づいて、令和５年度末までに医療的ケア児に関するコ

ーディネーターを東彼杵郡内で対応して配置することとします。 

 

項目 
令和５年度末の 

整備箇所数 
整備形態 

①児童発達支援センターの設置 １か所 東彼圏域による設置 

②保育所等訪問支援を利用できる体
制の構築 

１か所 東彼圏域による設置 

③主に重症心身障がい児を支援する

児童発達支援事業所 
１か所 県央圏域による設置 

④主に重症心身障がい児を支援する
放課後等デイサービス事業所 

１か所 県央圏域による設置 

⑤医療的ケア児支援のための関係機
関の協議の場の設置 

１か所 東彼圏域による設置 

⑥医療的ケア児等に関するコーディ
ネーターを配置 

３人 東彼圏域による配置 
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６ 相談支援体制の充実・強化等 

国の基本指針を踏まえ、以下の項目を本町の目標として設定しました。 

 

国の基本方針 

〇令和５年度末までに、各市町村又は各圏域において総合的・専門的な相談支援

の実施及び地域の相談支援体制の強化を実施する体制を確保することを基本

とする。 

 

町の目標設定の考え方 

現在、圏域で１か所の事業所にて相談支援の窓口を設置しています。地域にお

ける相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターは未設置のため、東彼

圏域において設置を目指して検討を行います。 

 
 

７ 障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

国の基本指針を踏まえ、以下の項目を本町の目標として設定しました。 

 

国の基本方針 

〇令和５年度末までに、都道府県及び市町村において障がい福祉サービス等の質

を向上させるための取組を実施する体制を構築することを基本とする。 

 

町の目標設定の考え方 

県が実施する障がい福祉サービス等に係る研修へ職員が参加することで得た

知識をもとに、障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果の分析及び活

用を行い、障がい福祉サービス等の質を向上させるため、サービス事業者との情

報共有に取り組みます。 

 

【活動指標】 

項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

県が実施する障がい福祉サービス等に
係る研修への参加人数 １人 １人 １人 

障害者自立支援審査支払等システム等
での審査結果を分析してその結果を活
用し、事業所や関係自治体等と共有する
体制の有無及びその実施回数 

有 有 有 

年１回 年１回 年１回 
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８ 発達障がい者等に対する支援 

国は基本指針の中で、発達障がい者等に対する支援に関する基本的な考え方を示

し、それに基づく活動指標の設定を求めていることから、本町では発達障がい者等に

関する活動指標とその考え方について以下のとおり定めました。 

 

町の考え方 

発達障がい者等の早期発見・早期支援には、発達障がい者等及びその家族等へ

の支援が重要であることから、保護者等が子どもの発達障がいの特性を理解し、

必要な知識や方法を身につけ、適切な対応ができるよう、ペアレントプログラム

やペアレントトレーニング等の発達障がい者等及びその家族に対する支援体制

の圏域での確保に向けて検討します。 

 

【活動指標】 

項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

ペアレントトレーニングやペアレント
プログラム等の支援プログラム等の受
講者数 

１人 １人 １人 

ペアレントメンターの人数 １人 １人 １人 

ピアサポートの活動への参加人数 １人 １人 １人 

 
 
 

※用語解説 

サービス名 サービス内容 

ペアレントプログラム 

育児に不安がある保護者や仲間関係を築くことに困っている

保護者などを、地域の支援者が効果的に支援できるよう設定さ

れたグループ・プログラムです。 

ペアレントメンター 

発達障がいのある子どもの子育てを経験し、かつ相談支援に関

する研修を受けた方が、同じような子どもを持つ親に対して、

専門家とは違う視点で共感的な支援を行いながら、地域資源に

ついての情報を提供したり、体験談を話したりします。 

ピアサポート 

当事者同士の支え合いのことで、同じような状況にある者同士

で互いの悩みなどを打ち明け、気持ちを共有・共感し、支援し

あうことをいいます。 
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第４章 障がい福祉サービスの見込みと確保策 
 

１ 訪問系サービス 

障がい者が地域で生活していくために必要な訪問系サービス（居宅介護、重度訪問

介護、同行援護、行動援護及び重度障害者等包括支援の各サービス）を充実させます。

また、今後想定されるニーズの増加に応えられるサービス提供体制の充実とサービス

の質の向上を図ります。 

 

サービス名 主な対象者 サービス内容 

居宅介護 

（ホームヘルプ） 

障がい者（障害支援区分１以上） 障がい者の自宅で、入浴・排せつ・食事等

の身体介護、洗濯・掃除等の家事援助を

行います。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由者で常に介護

を必要とする障がい者 

（障害支援区分４以上） 

障がい者の自宅で入浴・排せつ・食事の

介護、外出時における移動介護などを総

合的に行います。 

行動援護 

知的障がいや精神障がいによっ

て行動上著しい困難のある障が

い者で、常に介護を必要とする

方（障害支援区分３以上） 

障がい者が行動する際に生じる可能性の

ある危険を回避するために、必要な援護

や外出時の移動介護等を行います。 

同行援護 

視覚障がいにより、移動に著し

い困難を有する障がい者 

移動時や外出先で視覚的情報の支援（代

筆・代読含む）や移動の援護、排せつ・食

事等の介護等を行います。 

重度障がい者等 

包括支援 

常に介護を必要とし、介護の必

要度が著しく高い障がい者（障

害支援区分６）で 

①四肢のすべてに麻痺等があり

寝たきり状態にある障がい者

で、ＡＬＳ患者など、呼吸管理

が必要な身体障がい者・最重

度の知的障がい者 

②強度行動障がいのある重度・

最重度の知的障がい者 

対象者の心身の状態や介護者の状況、居

住の状況等を踏まえて作成された個別支

援計画に基づき、必要な障がい福祉サー

ビス（居宅介護、重度訪問介護、行動援

護、短期入所、生活介護、共同生活介護

等）を包括的に提供します。 
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□■第５期計画と実績■□ 

計画期間中において利用者数、利用回数ともに計画値を下回っています。 

種 類 単 位 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

居宅介護 

重度訪問介護 

同行援護 

行動援護 

重度障害者等包括支援 

人／月 33 20 47 22 59 25 

時間／月 483 294 628 287 865 319 

 

□■今後の方向性■□ 

訪問系サービスについては、令和２年度現在、町内の３事業所でサービス提供がさ

れています。 

見込量は、平成30年度から令和２年度の利用実績をもと算定しました。 

種 類 単 位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

居宅介護 

重度訪問介護 

同行援護 

行動援護 

重度障害者等包括支援 

人／月 29 33 38 

時間／月 435 495 570 

 

□■見込量確保のための方策■□ 

○ サービス利用者一人ひとりの状況に応じた適切なサービスと必要な量を提供し

ていきます。 

〇 福祉サービス事業者や医療機関等の連携を強化し、適切な支援に努めます。 
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２ 日中活動系サービス 

地域生活を送る上で希望に応じたサービス利用を保障するため、日中活動系サービ

ス（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、療養介護）及び短期入所事業

について、充実させます。 

また、就労移行支援事業等の推進により、今後さらに障がい者の福祉施設から一般

就労への移行を目指します。 

 

サービス名 主な対象者 サービス内容 

生活介護 

常に介護を必要とする障がい

者で、 

①49歳以下の場合は、障害支

援区分３以上（施設入所は

区分４以上） 

②50歳以上の場合は、障害支

援区分２以上（施設入所は

区分３以上） 

地域や入所施設で安定した生活を営むこと

ができるよう、福祉施設で食事や入浴、排せ

つ等の介護や日常生活上の支援、生産活動等

の機会を提供します。 

自立訓練 

（機能訓練） 

①入所施設や医療機関を退

所・退院した障がい者で、地

域生活への移行を図るうえ

で、身体的リハビリテーシ

ョンの継続や身体機能の維

持・回復などの支援が必要

な方 

②特別支援学校を卒業し、地

域生活を営むうえで、身体

機能の維持・回復などの支

援が必要な障がい者 

地域生活を営むうえで必要となる身体機能

や生活能力の維持・向上を図るため、理学療

法や作業療法等の身体的リハビリテーショ

ンや日常生活上の相談支援等を行います。

（利用者ごとに18か月以内の利用期間が設

定されます） 

自立訓練 

（生活訓練） 

①入所施設や医療機関を退

所・退院した方で、地域生活

への移行を図るうえで、生

活能力の維持・向上などの

支援が必要な障がい者 

②特別支援学校を卒業した方

や継続した通院により症状

が安定している方などで、

地域生活を営むうえで、生

活能力の維持・向上などの

支援が必要な障がい者 

地域生活を営むうえで必要となる生活能力

の維持・向上を図るため、食事や家事等の日

常生活能力を向上するための支援や、日常生

活上の相談支援等を行います。（利用者ごと

に24か月以内、長期入所者の場合は36か月

以内の利用期間が設定されます） 
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サービス名 主な対象者 サービス内容 

就労移行支援 

一般就労等（企業等への就労、

在宅での就労・起業）を希望し、

知識・能力の向上、実習、職場

探し等を通じ、適性にあった職

場への就労等が見込まれる65

歳未満の障がい者 

一般企業等への移行に向けて、事業所内や

企業における作業や実習、適性にあった職

場探し、就労後の職場定着のための支援等

を行います。（利用者ごとに24か月以内の

利用期間が設定されます） 

就労継続支援 

（Ａ型） 

就労機会の提供を通じて、生産

活動に関する知識・能力の向上

を図ることにより、雇用契約に

基づく就労が可能な利用開始

時に65歳未満の障がい者 

①就労移行支援を利用したが、

企業等の雇用に結びつかな

かった障がい者 

②特別支援学校を卒業して就

職活動を行ったが、雇用に結

びつかなかった障がい者 

③就労経験のある方で、現在雇

用関係がない障がい者 

通所により、雇用契約に基づく就労機会を

提供するとともに、一般就労に必要な知識・

能力が高まった場合は、一般就労への移行

に向けた必要な支援・指導等を行います。 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

就労移行支援等を利用したが、

一般企業等の雇用に結びつか

ない方などで、就労機会を通じ

て生産活動に関する知識・能力

の向上や維持が期待される障

がい者 

①企業等や就労継続支援（Ａ

型）での就労経験があるが、

年齢・体力面で雇用されるこ

とが困難となった障がい者 

②就労移行支援を利用したが、

企業等や就労継続支援（Ａ

型）の雇用に結びつかなかっ

た障がい者 

③50歳に達している障がい者 

④試行の結果、企業等の雇用、

就労移行支援や就労継続支

援（Ａ型）の利用が困難と判

断された障がい者 

通所により、就労や生産活動の機会を提供

（雇用契約は結ばない）するとともに、一

般企業等での就労に必要な知識・能力が高

まった場合は、一般就労への移行に向けた

必要な支援・指導等を行います。 
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サービス名 主な対象者 サービス内容 

就労定着支援 

就労移行支援等の利用を経て

一般就労へ移行した障がい者

で、就労に伴う環境変化によ

り生活面の課題が生じている

方 

就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移

行した障がい者で、就労に伴う環境変化によ

り生活面の課題が生じている方に対して、企

業や関係機関等との連絡調整や課題解決に

向けて必要な支援を行います。 

療養介護 

医療機関への長期入院による

医療に加え、常に介護を必要

とする障がい者で、 

①ＡＬＳ患者など、呼吸管理

を行っており、障害程度区

分６の方 

②筋ジストロフィー患者や重

症心身障がい者で、障害支

援区分５以上の方 

医療機関への長期入院による医学的管理の

もとに、食事や入浴、排せつ等の介護や日常

生活上の相談支援等を行います。 

短期入所 

（ショートステイ） 

介護者の病気などにより一時

的に居宅で介護が受けられな

くなり、短期間の施設入所を

必要とする方 

障がい者支援施設やその他の施設で、短期

間、入浴、排せつ、食事等の介護や日常生活

上の支援を行います。 
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□■第５期計画と実績■□ 

「就労継続支援（Ｂ型）」については、利用者数、利用日数ともに各年度の実績値が

計画値を大きく上回っています。 

一方、「就労移行支援」「就労継続支援（Ａ型）」では利用者数、利用回数ともに計画

値を下回っています。 

種 類 単 位 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

生活介護 

人/月 64 51 70 55 77 56 

人日/月 1,116 884 1,232 928 1,359 974 

自立訓練 

（機能訓練） 

人/月 0 0 0 1 0 1 

人日/月 0 0 0 1 0 11 

自立訓練 

（生活訓練） 

人/月 0 1 0 0 0 0 

人日/月 0 8 0 0 0 0 

就労移行支援 

人/月 15 4 19 4 25 2 

人日/月 291 78 377 76 489 44 

就労継続支援

（Ａ型） 

人/月 17 13 23 8 31 6 

人日/月 322 258 440 160 603 112 

就労継続支援

（Ｂ型） 

人/月 57 68 62 74 68 74 

人日/月 1,107 1,227 1,203 1,350 1,309 1,416 

就労定着支援 人／月 2 0 2 0 2 0 

療養介護 人／月 9 7 10 7 12 7 

短期入所 

（福祉型） 

人/月 5 4 6 6 7 6 

人日/月 24 21 29 38 34 33 

短期入所 

（医療型） 

人/月 0 1 0 1 0 0 

人日/月 0 1 0 2 0 0 
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□■今後の方向性■□ 

日中活動系サービスの見込量は、平成30年度から令和２年度の利用実績をもと算定

しました。 

種 類 単 位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

生活介護 
人/月 59 64 70 

人日/月 1,062 1,152 1,260 

自立訓練 

（機能訓練） 

人/月 1 1 1 

人日/月 10 10 10 

自立訓練 

（生活訓練） 

人/月 1 1 1 

人日/月 8 8 8 

就労移行支援 
人/月 3 3 3 

人日/月 60 60 60 

就労継続支援

（Ａ型） 

人/月 9 11 12 

人日/月 180 220 240 

就労継続支援

（Ｂ型） 

人/月 88 105 126 

人日/月 1,589 1,896 2,261 

就労定着支援 人／月 1 1 1 

療養介護 人／月 8 8 9 

短期入所 

（福祉型） 

人/月 7 9 11 

人日/月 35 45 55 

短期入所 

（医療型） 

人/月 1 1 1 

人日/月 2 2 2 

 

□■見込量確保のための方策■□ 

○ 生活介護については、町外の事業所の利用など広域的な対応により、増加するサ

ービスの利用量の確保に努めます。 

○ 緊急時の利用や医療援助等のニーズに対応したサービスが質・量共に確保でき

るよう、医療機関やサービス事業者と協議・調整を行います。 

○ 就労移行支援や就労継続支援Ａ型・Ｂ型については、東彼杵郡３町で公共職業安

定所、サービス提供事業者、企業、学校等の関係機関とのネットワークの構築を

図り、サービス提供体制の整備を進めます。  
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３ 居住系サービス 

施設入所や精神科病院入院から地域生活への移行を希望する障がい者に対し、地域

移行に必要なサービスを提供するとともに、地域における居住の場としてのグループ

ホームの充実を図り、地域生活への移行を推進します。 

 

サービス名 主な対象者 サービス内容 

自立生活援助 

障がい者支援施設やグル

ープホーム等を利用して

いた障がい者で、一人暮ら

しを希望する方等 

障がい者支援施設やグループホーム等を利

用していた障がい者で一人暮らしを希望す

る方に対して、定期的に居宅を訪問のうえ、

生活の状況を確認し、必要な助言や医療機関

等との調整を行います。 

共同生活援助 

（グループホーム） 

就労または就労継続支援

等の日中活動の場を利用

している障がい者で、地域

で自立した日常生活を営

むうえで、相談等の日常生

活上の援助が必要な方 

共同生活を営む住居において、家事等の日常

生活上の支援や日常生活における相談支援、

日中活動で利用する事業所等の関係機関と

の連絡・調整などを行います。 

施設入所支援 

①生活介護利用者のうち、

障害支援区分４以上の

障がい者（50歳以上の場

合は区分３以上） 

②自立訓練、就労移行支援

の利用者のうち、地域の

社会資源の状況等によ

り通所することが困難

な障がい者 

入所する施設において、主に夜間における入

浴、排せつ等の介護や日常生活上の相談支援

等を行います。 

 
 

□■第５期計画と実績■□ 

令和２年度の共同生活援助（グループホーム）利用者は31人となっています。令和

２年度末現在、町内に２か所あります。また、現在のところ町内に入所できる施設はあ

りません。 

種 類 単 位 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

自立生活援助 人／月 3 0 3 0 3 0 

共同生活援助 人／月 40 34 44 33 47 31 

施設入所支援 人／月 26 27 26 29 26 28 
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□■今後の方向性■□ 

国の基本指針を踏まえ、居住系サービスの見込量は、平成30年度から令和２年度の

利用実績及び福祉施設からの移行者、新たな入居者等を勘案して次のとおりとしまし

た。 

種 類 単 位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

自立生活援助 人／月 0 0 0 

共同生活援助 人／月 32 32 32 

施設入所支援 人／月 28 28 28 

 

□■見込量確保のための方策■□ 

○ 施設入所については、障害支援区分認定に基づき、必要な人が利用できるよう、

入所利用の適正化と広圏域の事業者等との連携を図りサービスの提供に努めま

す。 
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４ 相談支援 

 

サービス名 主な対象者 サービス内容 

計画相談支援 

障がい福祉サービスまたは地

域相談支援（地域移行支援、

地域定着支援）を利用する全

ての障がい者 

障がい福祉サービスを利用す

る18歳未満の障がい者 

サービス利用支援は障がい者の心身の状況、

その置かれている環境等を勘案し、利用する

サービスの内容等を定めたサービス等利用

計画案を作成し、支給決定等が行われた後

に、支給決定の内容を反映したサービス等利

用計画の作成等を行います。 

継続サービス利用支援はサービス等利用計

画が適切であるかどうかを一定期間ごとに

検証し、その結果等を勘案してサービス等利

用計画の見直しを行い、サービス等利用計画

の変更等を行います。 

地域移行支援 

障がい者支援施設または児童

福祉施設に入所している障が

い者 

精神科病院（精神科病院以外

で精神病室が設けられている

病院を含む）に入所している

精神障がい者 

住居の確保をはじめ、対象者が地域における

生活に移行するための活動に関する相談、そ

の他の便宜の供与を行います。 

地域定着支援 

居宅において単身または家庭

の状況等により同居している

家族による支援を受けられな

い障がい者 

対象となる障がい者と常時の連絡体制を確

保し、障がい特性に起因して生じた緊急事態

等の際の相談、その他の便宜の供与を行いま

す。 
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□■第５期計画と実績■□ 

計画相談支援については、計画値を大幅に上回っています。 

種 類 単 位 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

計画相談支援 人／月 29 36 31 37 33 39 

地域移行支援 人／月 0 0 0 0 0 0 

地域定着支援 人／月 1 1 2 0 2 0 

 

□■今後の方向性■□ 

計画相談支援については、更新利用者及び新規利用見込みを踏まえて設定しました。 

また、地域定着支援については、福祉施設の入所者の地域生活への移行及び定着者

数を踏まえました。 

種 類 単 位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画相談支援 人／月 41 46 51 

地域移行支援 人／月 1 1 1 

地域定着支援 人／月 1 1 1 

 

□■見込量確保のための方策■□ 

○ 計画相談については利用量の増加が予想されます。今後、ケアマネジメントを担

う人材を確保するとともに、東彼杵郡３町で連携して、サービス等利用計画に支

障がないよう配慮し、利用者のニーズに合ったサービスの提供に努めます。 
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第５章 地域生活支援事業の見込みと確保策 

障がい者が、自立した日常生活または社会生活を営むことができるよう、地域の特

性や本人の状況に応じ、柔軟な形態により事業を計画的に実施します。 

この事業は、障がい者の福祉の増進を図るとともに、全ての国民が相互に人格と個

性を尊重し安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目指しま

す。 

地域生活支援事業には、必ず実施しなければならない必須事業と、市町村の判断で

実施することができる任意事業があります。波佐見町が地域生活支援事業として実

施する事業は次のとおりです。 

 
 

■波佐見町が実施する地域生活支援事業の種類 

区分 実施事業 

必須事業 

理解促進研修・啓発事業 

自発的活動支援事業 

相談支援事業 

成年後見制度 
・成年後見制度利用支援事業 

・成年後見制度法人後見支援事業 

意思疎通支援事業 

日常生活用具給付等事業 

手話奉仕員養成研修事業 

移動支援事業 

地域活動支援センター事業 

任意事業 
生活支援 日中一時支援事業 

社会参加促進 自動車改造助成事業 
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１ 必須事業 

（１）理解促進研修・啓発事業 

障がい者が日常生活及び社会生活をするうえで生じる「社会的障壁」をなくすた

め、地域の住民に対して、障がい者に対する理解を深めるための研修会やイベントの

開催、啓発活動などを行います。 

 

□■第５期計画と実績■□ 

種 類 単 位 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

理解促進研修・啓発事業 実施の有無 － 有 － 有 － 有 

 

□■今後の方向性■□ 

 継続して実施する。 

 

□■見込量確保のための方策■□ 

○ 障がい別の接し方を解説したパンフレットの作成、障がい者に関するマークの

紹介等、障がい者等に対する普及・啓発を目的とした広報活動等の実施を検討し

ます。 

 

 

（２）自発的活動支援事業 

障がい者、その家族、地域住民などが地域において自発的に行う活動（ピアサポー

ト、災害対策、孤立防止活動、ボランティア活動など）を支援します。 

 

□■今後の方向性■□ 

計画年度内の実施に向けて検討を進めます。 
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（３）相談支援事業 

①障がい者相談支援事業 

障がい者や障がい児の保護者、介護者などからの相談に応じ、必要な情報の提供や

助言、障がい福祉サービスの利用支援等、必要な支援を行います。また、虐待の防止

及びその早期発見のための関係機関との連絡調整、障がい者等の権利擁護のために

必要な援助を行います。 

 

□■第５期計画と実績■□ 

種 類 単 位 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

相談支援事業 件／年 300 640 300 302 300 575 

地域自立支援協議会 箇所数 1 1 1 1 1 1 

 

□■今後の方向性■□ 

種 類 単 位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

相談支援事業 
実施の

有無 
有 有 有 

地域自立支援協議会 箇所数 1 1 1 

 

○ 東彼杵郡３町で連携して相談支援事業の周知拡大を図り、障がい者やその家族の

不安や不便さを少しでも解消できるような相談支援体制の充実に努めます。また、

圏域での障がい者を取り巻く問題を探り、過ごしやすい地域の確立を推進します。 

 

 

（４）成年後見制度利用支援事業 

障がい福祉サービスの利用の観点から成年後見制度を利用することが有用である

と認められる知的障がい者または精神障がい者に対し、成年後見制度の利用を支援

することにより、これらの障がい者の権利擁護を図ることを目的とします。 

 

□■第５期計画と実績■□ 

種 類 単 位 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

成年後見制度利用 

支援事業 
件／年 1 0 1 0 1 0 
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□■今後の方向性■□ 

これまで利用者はありませんでしたが、各年度１件と設定しました。 

 単位等 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

成年後見制度利用 

支援事業 
件／年 1 1 1 

 

□■見込量確保のための方策■□ 

○ 成年後見制度の利用について必要となる経費の一部について、補助を受けなけ

れば成年後見制度の利用が困難であると認められる人に対し、その費用の全部

または一部について補助を行います。 

 

 

（５）成年後見制度法人後見支援事業 

成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法人を確保できる

体制を整備するとともに、市民後見人の活用も含めた法人後見の活動を支援するこ

とで、障がい者の権利擁護を図ることを目的とします。 

 

□■第５期計画と実績■□ 

種 類 単 位 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

成年後見制度法人 

後見支援事業 

実施の

有無 
― 無 ― 無 ― 無 

 

□■見込量確保のための方策■□ 

○ 東彼杵郡３町で連携して法人後見事業の推進を検討し、成年後見制度の相談や

体制整備の充実を図ります。 
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（６）意思疎通支援事業 

聴覚、言語機能、音声機能、視覚その他の障がいのため、意思疎通を図ることに支

障がある障がい者等に、手話通訳、要約筆記等の方法により、障がい者とその他の者

の意思疎通を支援する手話通訳者、要約筆記者の派遣等を行い、意思疎通の円滑化を

図ることを目的とします。 

 

□■第５期計画と実績■□ 

種 類 単 位 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

手話通訳者派遣事業 件／年 12 9 12 14 12 14 

要約筆記者派遣事業 件／年 ― 0 ― 0 ― 0 

 

□■今後の方向性■□ 

 単位等 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

手話通訳者派遣事業 件／年 10 10 10 

要約筆記者派遣事業 件／年 1 1 1 

 

□■見込量確保のための方策■□ 

○ 東彼杵郡３町で連携して事業の推進を検討し、広報や窓口等で事業内容の周知

を図り、サービス利用を促進します。 

 

 

（７）日常生活用具給付等事業 

障がい者に対し、自立生活支援用具等の日常生活用具の給付または貸与すること

により、日常生活の便宜を図り、その福祉の増進に資することを目的とします。 

 

□■第５期計画と実績■□ 

種 類 単 位 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

介護・訓練用支援用具 件／年 5 1 6 1 7 1 

自立生活支援用具 件／年 4 5 5 1 6 2 

在宅療養等支援用具 件／年 4 2 4 1 4 1 

情報・意思疎通支援用具 件／年 3 2 4 3 5 1 

排泄管理支援用具 件／年 400 352 400 363 400 360 

住宅改修費 件／年 3 0 3 1 3 1 
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□■今後の方向性■□ 

種 類 単 位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護・訓練用支援用具 件／年 3 3 3 

自立生活支援用具 件／年 5 5 5 

在宅療養等支援用具 件／年 3 3 3 

情報・意思疎通支援用具 件／年 5 5 5 

排泄管理支援用具 件／年 380 380 380 

住宅改修費 件／年 3 3 3 

 

□■見込量確保のための方策■□ 

○ 広報等で事業の周知を図り、障がい者が安心して日常生活を送ることができる

よう、障がいの特性に応じた適切な給付が行われるように努めます。 

 

 

（８）手話奉仕員養成研修事業 

聴覚障がい及び音声または言語機能障がい者に対して、社会生活におけるコミュ

ニケーションの手段の確保を支援するため、手話奉仕員を養成する事業です。 

 

□■第５期計画と実績■□ 

種 類 単 位 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

手話奉仕員養成研修事業 

(養成研修修了者数) 
件／年 ― 無 ― 無 ― 無 

 

□■今後の方向性■□ 

 単位等 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

手話奉仕員養成研修事業 

(養成研修修了者数) 
件／年 1 1 1 

 

□■見込量確保のための方策■□ 

○ 東彼杵郡３町で連携して事業の推進を検討し、広報や窓口等で事業内容の周知

を図り、手話奉仕員の養成を促進します。  
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（９）移動支援事業 

屋外での移動が困難な障がい者等について、外出のための支援を行うことにより、

地域における自立生活及び社会参加を促すことを目的とする。 

 

□■第５期計画と実績■□ 

種 類 単位 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

移動支援事業 

（利用者数） 

人／年 10 6 12 6 14 6 

延べ時間 500 281 560 260 620 182 

 

□■今後の方向性■□ 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

移動支援事業 

（利用者数） 

人／年 8 8 8 

延べ時間 320 320 320 

 

□■見込量確保のための方策■□ 

○ 地域の特性や個々の利用者の状況やニーズに応じた柔軟な形態を検討します。

また、委託事業所の拡大を図り、より利用しやすい体制を整えます。 

 

（10）地域活動支援センター事業 

創作的活動や生産活動の機会の提供、各種機能訓練等、地域の実情に応じた支援を

行い、障がい者等の地域生活支援の促進を図ることを目的とします。 

 

□■第５期計画と実績■□ 

種 類 単位等 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

地域活動支援センター事業 
箇所数 1 1 1 1 1 1 

人／月 20 17 20 4 20 5 

 

□■今後の方向性■□ 

 単位等 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

地域活動支援センター事業 人／月 10 10 10 

 

□■見込量確保のための方策■□ 

 ○ 各機能を備えた地域活動支援センターを通じて、創作的活動または生産活動等の   

機会を提供するとともに社会との交流の促進や地域生活支援の促進を図ります。  
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２ 任意事業 

（１）日中一時支援事業 

障がい者や障がい児の日中における活動の場を確保し、その家族の就労支援及び

日常的に介護している家族の一時的な休息を目的としています。 
 

□■第５期計画と実績■□ 

種 類 単位等 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

日中一時支援事業 
延利用者数 

（人／年） 
12 7 12 5 12 4 

 

□■今後の方向性■□ 

 単位等 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

日中一時支援事業 
延利用者数 

（人／年） 
8 8 8 

 

□■見込量確保のための方策■□ 

○ 事業内容の広報・周知に努め、利用促進を図ります。また、障がいの特性や状態

に合わせた適切なサービス量が提供できるよう、福祉サービス事業者と連携し、

必要なサービス量の確保に努めます。 

 

（２）自動車改造助成事業 

自動車の改造に係る費用の一部を助成するなど、障がい者への支援により、社会参

加を促進していきます。 
 

□■第５期実績■□ 

 単 位 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

自動車改造助成利用者数 
延利用者数

（人／年） 
1 0 1 0 1 0 

 

□■今後の方向性■□ 

 単 位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

自動車改造助成利用者数 
延利用者数

（人／年） 
1 1 1 

□■見込量確保のための方策■□ 

○ 事業内容の広報・周知に努め、利用促進を図ります。  
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第６章 児童福祉法に関するサービス 

児童福祉法に基づき、障害のある児童に対し、心身ともに健やかに育成するための

支援を行います。 

障害児通所支援を利用する保護者は、町に利用申請を行い、支給決定を受けた後、

利用する施設と契約を結びます。障害児入所支援を利用する場合は、児童相談所に申

請します。 

 

サービス名 主な対象者 サービス内容 

児童発達支援 

障がい児 児童発達支援センター等の施設において、日常

生活における基本的な動作の指導、知識技能の

付与、集団生活への適応訓練その他の便宜の供

与を行います。 

医療型 

児童発達支援 

上肢、下肢または体幹

の機能の障がい児 

医療型児童発達支援センター等において、児童

発達支援及び治療を行います。 

放課後等 

デイサービス 

就学している障がい児 授業の終了後または休業日に児童発達支援セン

ター等の施設において、生活能力の向上のため

に必要な訓練、社会との交流の促進その他の便

宜の供与を行います。 

保育所等訪問支援 

保育所その他の児童が

集団生活を営む施設等

に通う障がい児 

保育所その他の児童が集団生活を営む施設を訪

問し、その施設における障がい児以外の児童と

の集団生活への適応のための専門的な支援その

他の便宜の供与を行います。 

居宅訪問型児童発達

支援 

通所系サービスの利用

が困難な重度の障がい

児 

障がい児の居宅を訪問し、日常生活における基

本的な動作の指導、知識技能の付与等の支援を

行うサービスです。 

障害児相談支援 

障害児通所支援（児童

発達支援、医療型児童

発達支援、放課後等デ

イサービス及び保育所

等訪問支援）を利用す

るすべての障がい児 

障害児支援利用援助は障害児通所給付費の申請

に係る障がい児の心身の状況、その他の置かれ

ている環境等を勘案し、利用するサービスの内

容等を定めた障がい児支援利用計画案を作成

し、給付決定等が行われた後に、その給付決定

等の内容を反映した障がい児支援利用計画の作

成等を行います。 

継続障害児支援利用援助は障がい児支援利用計

画が適切であるかどうかを一定の期間ごとに検

証し、その結果等を勘案して障がい児支援利用

計画の見通しを行い、障がい児支援利用計画の

変更等を行います。 



91 

 

□■第５期実績■□ 

種 類 単 位 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

児童発達支援 
人/月 15 17 18 19 22 16 

人日/月 46 70 55 95 67 80 

放課後等 

デイサービス 

人/月 33 25 43 28 57 35 

人日/月 121 103 158 137 209 139 

保育所等訪問 

支援 

人/月 8 4 9 6 9 5 

人日/月 8 5 9 6 9 5 

医療型 

児童発達支援 

人/月 0 0 0 0 0 0 

人日/月 0 0 0 0 0 0 

障害児相談支援 人／月 24 11 30 15 35 20 

 

 

□■今後の方向性■□ 

見込量は、平成30年度から令和２年度の利用実績をもとに算定しました。 

 単 位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

児童発達支援 
人／月 21 23 25 

人日／月 105 115 125 

放課後等デイサービス 
人／月 40 49 65 

人日／月 200 245 325 

保育所等訪問支援 
人／月 7 9 11 

人日／月 7 9 11 

医療型児童発達支援 
人／月 1 1 1 

人日／月 5 5 5 

居宅訪問型児童発達支援 
人／月 1 1 1 

人日／月 5 5 5 

障害児相談支援 人／月 24 30 37 

 

□■見込量確保のための方策■□ 

○ 早期療育の観点から、サービスの必要な発達障がい児に対し、保健師や事業所等

と連携してサービスの確保に努めます。 
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第４部 計画の推進 

第１章 計画の推進 

１ サービス利用支援体制の整備 

（１）推進体制の充実 

計画の推進にあたっては、庁内関係課や国・県の関係行政機関との連携を強化しま

す。「自立支援協議会」において、相談支援・虐待防止を含む権利擁護や就労支援など

の様々な課題について、連絡・調整や政策検討を行うとともに、本計画の推進状況の評

価を行い、町や相談支援事業者、サービス事業者、さらには雇用分野、教育分野などの

関係者によるネットワークを活用し、計画の推進を図ります。 

 

（２）適切な「支給決定」の実施 

障がい福祉サービスを利用するには、「支給決定」（サービス受給者証の発行）を受け

ることが必要ですが、18歳以上の方が介護給付の利用を希望する場合については、そ

の前に障害支援区分認定に係る調査を受け、審査会の判定に基づく、町からの「障害支

援区分の認定」（非該当、区分１～６の６段階）を受ける仕組みが障害者総合支援法に

定められています。 

また、障がい児が障害児通所支援を利用する場合、保護者が町に申請を行い、障がい

児の調査や障害児支援利用計画案の作成を経て、支給決定を受けた後、利用する施設と

契約を結びます。障害児入所支援を利用する場合は、児童相談所に申請します。 

こうしたサービス利用の仕組みについて、町内の障がい者や家族などへの周知に努

めるとともに、区分認定調査員や審査会委員などの知識・技術の向上を図り、正確・公

平な障害支援区分の認定と、障がい者が必要とするサービスを受けることができるよ

う、適切な支給決定に努めていきます。 

 

（３）サービスの質の向上と人材確保への支援の強化 

サービスの質の向上を図るため、県、その他関係機関と連携しながら、事業所に対し

て適切な指導・助言を行います。また、従事者の確保に向けて、障がい福祉分野での就

職を希望する町民への情報提供を図るとともに、町内の従事者が新しい知識や技術を

習得し、スキルアップを図れるよう、研修受講の支援や従事者同士の情報交換・共有の

促進に努めます。 

 

（４）地域資源の有効活用 

障がい者団体、ボランティア団体及びＮＰＯ法人等に対し自主的・積極的な活動を

促進するとともに、協力体制を築き、障がい者を地域で支える体制づくりを推進しま

す。  
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（５）庁内体制の整備 

障がい者福祉に携わる部署は、障がい者福祉の担当だけでなく、高齢者、児童、健康

推進、公共施設整備や道路整備及び教育委員会など広範囲にわたります。 

各部署間の綿密な情報交換と連携により、各施策の効率的かつ効果的な推進を図り

ます。また、全ての職員が障がい者に配慮しつつ各自の職務を遂行することができる

よう、職員の障がい者福祉に関する知識と意識を高めていきます。 

 

２ 計画の評価と見直し 

（１）ＰＤＣＡサイクルによる評価と見直し 

障害者総合支援法においては、計画に定める事項について、定期的に調査、分析及び

評価を行い、必要があると認めるときは、計画を変更することその他の必要な措置を

講ずること（PDCAサイクル）とされています。 

「PDCAサイクル」とは、様々な分野・領域における品質管理や業務改善などに広く

活用されているマネジメント手法で、「計画（Plan）」、「実行（Do）」、「評価（Check）」、

「改善（Act）」のプロセスを順に実施していくものです。業務を進めていく上で、計画

を立て、それを実行し、結果を評価した後、改善して次のステップへとつなげていく過

程は、業務の質を高めていく上で重要となります。 

 

（２）計画におけるＰＤＣＡサイクル 

国の基本指針を踏まえ、障がい福祉計画におけるPDCAサイクルのプロセスは、以下

のとおりとします。 

成果目標及び活動指標については、少なくとも１年に１回その実績を把握し、障が

い者施策や関連施策の動向も踏まえながら、計画の中間評価として、分析・評価を行

い、必要があると認めるときには、計画の変更や事業の見直し等の措置を講じます。 
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資料編 
 

波佐見町障害者計画及び障害福祉計画等策定委員会設置要綱 

 （設置） 

第１条 障害者基本法並びに障害者自立支援法及び児童福祉法に基づく波佐見町障害者計

画及び障害福祉計画（以下「計画」という。）の策定にあたり、障害者に関する施策の総合

的かつ計画的な検討及び推進を図るため、波佐見町障害者計画及び障害福祉計画等策定委

員会(以下「委員会」という。）を設置する。 
 

 （所掌事務） 

第２条 委員会は、次の事項について調査・検討を行う。 

 (1) 障害者（児）福祉の向上と自立支援を図る施策のあり方に関すること。 

 (2) 障害福祉サービス等の総合的かつ計画的な実施、推進に関すること。 

  (3) その他計画策定に関し必要な事項に関すること。 
 

 （組織） 

第３条 委員会は、委員１５人以内で構成し、次に掲げる者のうちから町長が委嘱する。 

  (1)  障害者団体の代表 

 (2)  社会福祉団体、機関の代表 

  (3)  学識経験者 

  (4)  関係行政機関の職員 

 （5) その他町長が必要と認める者 
 

 （任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から計画策定が終了する日までとする。 

２ 委員に欠員が生じたときは、速やかに補欠委員を委嘱するものとする。ただし、補欠

委員の任期は前任者の残任期間とする。 
 

 （委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長各１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、議事の進行にあたる。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理する。 
 

 （会議） 

第６条 委員会は、委員長が招集する。 

２ 委員会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて説明又は意見を聴くこ

とができる。 
 

 （事務局） 

第７条 委員会の事務局は、住民福祉課内に置く。 

  附 則 

この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２９年１０月２５日から施行する。 
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令和２年度 

波佐見町障害者計画及び障害福祉計画等策定委員会委員名簿 

№ 所 属 ・ 役 職 氏 名 備 考 

1 波佐見町 副町長 村川 浩記 委員長 

2 波佐見町身体障害者福祉会 会長 岩永 隆虎  

4 波佐見町手をつなぐ育成会 会長 前田 俊久  

3 波佐見町民生委員児童委員協議会 会長 納富 政彦 副委員長 

5 ライフ波佐見 管理者 森林 幸夫  

6 相談支援センター くれよん 
相談支援 

専門員 
髙梨 康彦  

7 東彼地区障がい者支援センター エール 主事 北村  作  

8 波佐見町社会福祉協議会 事務局長 河野 一郎  

9 波佐見町 住民福祉課 課長 中村 和彦  

10 波佐見町 子ども・健康保険課 健康増進班 保健師 竹村  唯  

 

 

 



 

 

 




